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平成19年1月16日、午後2時20分から日本医
師会館において第3回都道府県医師会長協議会が
開催された。当日は本会から「無過失補償制度
について」質問し、その他日医並びに各県から
提案された13題の議題について協議が行われた。
はじめに司会の羽生田常任理事より開会の辞

があり、会長挨拶、提案議題について協議が行
われたので概要について報告する。

唐澤会長挨拶

役員として昨年4月に担当させていただき9
ケ月が経過したところであるが、今年1年しっ
かり頑張っていきたい。今年の事業計画、議案
を審議する代議員会が4月1日に開催される。
昨年のマイナス3.16％に象徴されるように政府
の進める医療政策は財政削減である。6月に成
立した医療制度改革関連法についても第一に掲
げられているのが、医療費の適正化ということ
である。2015年度までに医療費を2.6兆円削減、

2025年までに7兆円削減して、そして2025年に
は医療給付費を48兆円にするということであ
る。遡ると非常に高額な医療費の予測値を掲げ
現今から厳しい削減を行っていくということで
あるが、国の財政赤字というものについても、
その70兆円、80兆円とも言われる毎年の増加
分という中で、医療費そのものは1兆円以内で、
国債の増加に比して医療費は決して増加してい
ない。2000年のこの5年間の医療費の伸び率は
引き続く減額により、今後も大きく伸びていか
ない。日医総研によると2025年は42.1兆円の
医療給付費であろうかと言っている。
私どもの医療というのは、やはり自己負担分

あるいは食料費、居住費といった負担を増やす
ことによって、今、高齢者の医療費がどんどん
落ち込んで伸び率が低下するという流れになっ
ている。これまで頑張ってこられて、いよいよ
高齢者になって受ける医療費がこんなものだっ
たのかという非常に悲しい現実を目の前にする
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ということになる。団塊の世代が、今年還暦を
迎えるという時期になるが、これから本当に
我々も本気になって性根を据えて国民のための
医療はどうあるべきか、そして国民の医療費の
財源をどうして確保するか提言しなくてはなら
ない使命感を感じている。そういう流れの中
で、今年4月の代議員会までにしかるべき将来
の医療のビジョン又はグランドデザインという
ものを描き、財源論を提言するような体制にし
たいと思っている。
そのためには国民に説明する責任を果たし、

また、新しい法の施行により地域に医療のしわ
寄せが来ないように政省令を見据えて新しい対
応をするよう努めていきたい。そして更に日医
の組織強化を図ることに努めていきたい。
このような基本的スタンスに基き次年度事業

計画を策定していきたいと考えている。いずれ
にしても医療界において今年は正念場であり、
本気で取りかからなくてはいけないと思う。幸
い、西島先生は国対副委員長、武見先生は厚生
労働副大臣に就任され、情報が格段によくなっ
てきており、国政、行政官庁に対しても適切な
取り組みができる体制を作り上げることができ
ている。多くの各都道府県医師会の先生方のご
尽力によるものであると感謝し、会員の先生に
私たちが担当させて頂いているという責任を果
たすということに邁進してまいりたい。

協議
（1）地域産業保健センター事業について

（日医提案）

【今村聡常任理事説明】

昨年11月の財務大臣からの通知で、公共調
達の適正化により地域産業保健センター事業に
ついても、公募の上での随意契約方式になるこ
とが決まった。さらに公募に参加するためには
資格申請を昨年末までに行うことが必要であっ
たが、郡市医師会の負担が大きいことから申し
入れを行い、平成19年度は資格申請を行わな
くても公募に参加できることになった。公募の
ための様式は簡単なもので公募だけをしていた

だければいいということになっている。平成19
年から21年度までの3年間の契約については、
18年度末までに参加資格をとっていただきた
い。地域産業保健センター事業は、地域社会へ
の貢献という大変重要な医師会活動であること
を考えて実施していただきたい。

（2）診療報酬請求のオンライン化について

（香川県）

【提案要旨】

診療報酬請求が紙レセプトからオンライン請
求に義務化され、法的には平成20年4月より施
行となっているが、経過措置として原則平成23
年4月から実施することになっている。
高齢の医師の医療機関やレセプト数の非常に

少ない医療機関数等、技術的にも経済的にもオ
ンライン化し難い医療機関が少なからずある。
これに対する日医の対応をお聞きしたい。ま
た、前倒しの話もあるが教えていただきたい。
【鈴木常任理事回答】

レセプトをオンライン請求を前倒しすること
について担当に確認したところ、全く知らない
ということであり、厚生労働省は全く関知して
いない。オンライン化について、平成13年に厚
生労働省で情報開示に向けてのグランドデザイ
ンを作成しているが、その時の平成18年度のオ
ンライン化の状況は70％と設定しているが、実
際に平成18年度末のオンライン化の状況は病
院が39 . 2％、診療所が13％、医科全体で
19.2％の普及率で非現実的な動きをしている。
本件に関する日医の見解としては、薬効薬理

作用に基いて医薬品の投与を認めることを明確
にし、被保険者証確認システムを確立し、また
デジタルによる画一的な審査をしない、レセコ
ンの統一基準をもって対応する、IT財源の別途
確保、レセプトデータ利活用に関するルール作
り、これは第三者機関の設立等で公平な運用を
すべきということで主張している。
ご指摘の高齢医師の医療機関、レセプト枚数

の少ない医療機関、学術的、経済的にオンライ
ン化しにくい医療機関については、政省令によ
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って月の平均枚数が100枚以下、年間1,200枚
以下の医療機関が除外規定の対象となってい
る。これらの施設に対しては地区医師会では代
行請求することが厚生労働省の意向であるが、
医療機関のプライバシーも派生することから現
実的ではないと解釈している。このような医療
機関については義務化するのではなく手上げ方
式等、もっと弾力的に運用ができるよう交渉し
ていきたい。

（3）医療におけるIT化の問題点について

（石川県）

－レセプトオンライン化と特定健診データ

について－

【提案要旨】

平成23年度からのレセプト原則オンラインで
の提出、又、特定健診・特定保健指導が平成
20年度から開始されることと相俟って、レセプ
トデータと健診データはデジタル化された形で
保険者に統合されることになった。
更に12月4日の経済財政諮問会議で検討され

た新中期方針「日本経済の進路と戦略」では、
「レセプトオンライン化など、サービスの質の
維持向上を図りつつ、効率化等により供給コス
トを低減させていくなどの総合的な取り組みを
計画的に推進する」とされ、国がIT化を通して
韓国型の管理医療を目論んでいることが明らか
である。
現状のままでは、保険者に統合された国民の

健康に関する種々のデータは、最終的には国の
一方的な取り扱いとなり、医療費抑制策の裏付
けとして極めて恣意的に使用されることが明白
である。
・ソフトロジックによる画一的な審査は絶対に
容認できない。
・国民の各種データが保険者と国のみの占有と
なり、恣意的分析数値を用いた医療費抑制策
立案の根拠に使用させてはならない。
これら医療のIT化に関する問題点についての

具体的な対応策について日医のお考えをお聞き
したい。

【鈴木常任理事回答】

手挙げ方式について、4月分から試行的オンラ
イン方式がまず開始される。オンライン化によ
る画面審査となっても現在の審査と変わらずに
医学的判断は尊重され裁量権は委任されて、現
在行われている事務共助の部分、例えば診療実
日数と再診料の回数等についての確認等の域を
でない範囲のみを処理すると約束されている。
ソフトロジックによる画一的審査について、

薬効、薬理作用の問題対応を求めている。技術
的な面として、オンライン請求のときに行われ
る事務点検について、この点検ロジックの公開
を要請しており、これにより点検内容のブラッ
クボックス化が避けられた。レセコンに組み込
むことにより月1回のレセプト送信時でなく
日々の入力時に手元でチェックすることが可能
となるよう要求している。また、レセプトの保
存について、現行では政管健保が5年、組合健
保で10年が慣例となっている。日医としては、
データの所有権が保険者であっても管理医療に
つながるプロジェクトに関しては、第三者機関
に委託され、公平、公正かつ学問的に正しい方
向で行われるべしという姿勢を貫く方針であ
る。患者の視点、患者満足度に足場をおいた日
本独自の医療のIT化を目指していきたい。
【内田常任理事回答】

―特定健診データとの関係について―
特定健診における受診者の健診データはオン

ライン化が義務づけられている。データが保健
所に集積されることになり、医療政策への恣意
的な利用の恐れがあることはご指摘の通りで、
日医として最も危惧しているところである。情
報の管理は、経済的な管理と並んで管理医療の
極めて重大な手段になる。IT化が進む現代にお
いてこそ、患者の健康や医療の情報は本人が管
理し、かかりつけ医がバックアップすることが
本来の姿である。今後、データの目的外使用等
に関する第三者評価機関の創設による対応を含
め努力していく。
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（4）ORCAのID申請登録項目に関する提案

（新潟県）

【提案要旨】

新潟県医師会では、日医標準レセプトソフト
（ORCA）を会員への拡大を図るため、日医総
研に問い合わせたところ、院名の「未開示を希
望する」という項目にチェックが入っているた
め医療機関名をお知らせできないとの回答であ
った。（新潟県でORCA利用の医療機関が54
件、うち開示してもよいは8件）
これは、ORCAを導入する際にID申請登録

項目の「貴院名の扱い」欄に1．開示してもよ
い（各方面からの問い合わせ）、2．開示しても
よい（医師会のみ）3．未開示を希望するとい
う3つの選択肢があり、「未開示を希望する」が
初期設定となっていることが原因と思われる。
個人情報保護の点で大きな障害が無ければ、

初期設定を廃止するか、或いは「開示してもよ
い（医師会のみ）」を初期設定にしてはどうか、
提案する。
【中川常任理事回答】

ORCA普及への協力をお願いしているにも関
わらず、各医療機関のプライバシーを過剰に保
護するため、ORCA参加医療機関の把握が難し
い形になっていた。今後は医療機関名の取り扱
いについて、医師会に開示しても良いという項
目を医療機関の初期設定に変更したい。同時に
初期設定していることを明確に表示するように
していきたい。又、初期設定の影響で非開示と
登録されている医療機関については再確認して
いきたい。
2011年にナショナルデータベースに対抗する

ため、1万ユーザーを目指して普及推進活動を
行っているが、極めて順調に推移していること
を報告する。

（5）無過失補償制度について（沖縄県）

【提案要旨】

この度、「分娩に関する脳性麻痺に対する障

害補償制度」が実現する運びとなり、日医並び

に関係者のご努力に深甚なる敬意を表する次第

であります。日医は、当初、医療行為に関連し

た全ての障害に適応すべく検討したが、財源問

題等幾多の壁があることから、緊急度の高い

「分娩に関する脳性麻痺に対する障害補償制度」

の先行実施を求めたと聞き及んでいる。

当該制度は、本来、すべての医療事故被害に

適応されることが最も望ましいことであり、日本

医師会においては、今後とも引き続き、制度の

対象拡大に向けご尽力下さる事をお願いしたい。

【木下常任理事回答】

現在、運用機関は日本医療機能評価機構と相
談し前向きな返事を得ており、そこで制度が動
くようにしていこうと考えている。試算すると
かなりの額が余る可能性があり、その時は小児
科に広げていくという考えで進めている。これ
を全事故に対応するとなると数千億円の財源が
必要となり現実的には不可能であると思う。ご
指摘のとおり産科から小児科へひろげるという
視点で動いている。

【宮城会長追加】

まず、実現するということが非常に大事であ
ると思うが、最終的には全ての疾患に対して適
応するという視点を持たないと、何時までたっ
ても実現しないと思う。そういう意味では方向
性だけはそういう意思があるということを示し
てもらいたい。

（6）医療政策と会員に対する広報活動につ

いて（福岡県）

【提案要旨】

先の12月1日に開催された日医医療政策シン

宮城信雄会長
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ポジウムは国家財政と社会保障をテーマに大変
有意義なシンポジウムであった。シンポジウム
で提起された問題を今後、日医の政策にどうつ
なげていくのか、政府与党にどう働きかけてい
くのかお聞かせ下さい。
シンポジウムの内容は、日医雑誌（別冊）で

配布予定となっているが、既に稼動しているラ
イブラリーシステムで閲覧できるようにしてい
ただきたい。
TVコマーシャルで国民に対する広報も展開

されている。会員に対して白くま通信などがあ
るが、日医が何をしているのか、会員に対する
広報活動についても積極的な取り組みをお願い
したい。
【中川常任理事回答】

昨年12月に開催した医療政策シンポジウム
は、社会保障費の財言論に風穴を開けて国民の
不安をいたずらにあおる報道や政策の潮目を変
えることを目的に企画した。5人のパネリスト
全員が長期債務残高と社会保障の関係を明確に
否定され、日医総研の前田主席研究員が述べた
一般会計と特別会計を連結して議論すべきとい
うことが確認されたが、一番の収穫は財政当局
がいうほど、我が国は財政破綻状態ではないと
いうことである。
シンポジウムの内容、要旨を日医雑誌の別冊

として作成し、又、内容を完全にしたものを小
冊子として来月中に発行する予定である。完全
版はPDFファイルとして日医ホームページに掲
載しインターネットで閲覧できるようにする。
もちろん、必要に応じて政府与党へのロビー活
動、財政当局、厚生労働省との議論に活用する
つもりである。会員に対する情報発信は国民に
対する広報活動と同等に最重要課題と位置づけ
ている。日本医師会ではホームページからビデ
オライブラリーの検索やシンポジウム、講演会
のオンライン映像配信等も行っており、今後こ
れを拡大する方向で進めていきたい。又、毎週
の記者会見でも情報発信、日医FAXニュース等
による情報提供の他に、一般会員にもできるだ
け速やかに日医の行動を知らせる手段を考えて
実行していくつもりである。更には指摘のあっ

たテレビ会議を拡大して活用していきたい。

（7）日医はマスコミを味方に世論喚起を

（岐阜県）

【提案要旨】

現在の優れた日本の医療を守ることは喫緊の
課題であり、政治家の力を借りることも勿論大
切であるが、今こそそれを守るための国民を巻
き込んだ一大キャンペーン（日本の医療を壊す
な！）が必要と思われる。そのためにはメディ
アを味方につけた世論の喚起こそ効果的であ
り、最大且つ最強の医政活動の一つでもあろ
う。今まで日本医師会のマスコミ対策は具体的
にはあまり見えにくいが、この観点に対する日
医の見解を披瀝されたい。
【中川常任理事回答】

昨年、実施した広告代理店の調査では、日医
について国民の36％が嫌いと答え、60％の国
民が存在すら気にかけていないということが分
った。国民の日医を見る目は極めて冷め切って
いる。最近の情報では若い勤務医もこれに近い
意識をもっていることが分ってきた。事態は極
めて深刻であり、このような否定的な状況を打
開するためには日医の主張が正しく伝わるよう
な基盤整備を進めることが不可欠だと考えイメ
ージアップ戦略を開始している。
その目的は既得権益を守る圧力団体という固

定したネガティブ面の払拭である。昨年10月に
始めたテレビCM放送により国民が少しずつ日
医を理解し始めていると感じている。現在、週
4～5本の放映であるが、回数を増やして患者、
国民の側に立っているということを粘り強く続
けていく必要がある。又、同時にスピード感を
持った情報発信を果たしていくため、一般紙、
業界紙を対象にした合同記者会見を原則として
毎週必ず行うようにしている。今後とも国民へ
のアピールに努めていきたい。

（8）地域医療支援病院の展望について

（山口県）

【提案要旨】

平成18年10月現在、地域医療支援病院は
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126施設を数え、このうち34施設（4分1強）を
医師会病院が占めており、地域医療に貢献して
いる。
医師会病院は、その機能からみても「かかり

つけ医機能」を支援する地域医療支援病院とし
て、最も適した病院の一つである。医師会病院
の地域医療へ果たす役割が大きいことを考える
とき日本医師会として地域医療支援病院の展望
と今後のあり方について明確に示していただき
たい。
又、県行政による医師確保対策等の取り組み

の中で、医師修学資金貸付事業における返還債
務免除や小児科・産科医師の中核病院への集約
化・重点化については、公立・公的病院である
ことが参入要件となっており、医師会立の地域
医療支援病院は対象外とされている。
本来、地域医療支援病院の条件は地域医療に

資する公共性の高い医療施設と位置づけられて
いることから、医師会病院であっても国や県等
の公的制度の対象とされるべきと考えられる。
このことについても日医の見解をお伺いしたい。
追加質問

第5次医療法改正に伴い、平成19年4月1日
から特別医療法人は廃止されて、社会医療法人
制度に切り替えられるという情報があるが、も
し社会医療法人になった場合、医師会病院であ
る地域医療支援病院はもっと公的制度の対象と
なるのか教えていただきたい。
【鈴木常任理事回答】

地域医療支援病院は、今回の医療法改正では
大幅な制度改正は行われていない。第6次医療
法改正への積み残しとして厚生労働省の検討会
で議論が始まっている。制度がスタートして9
年経過しているが、支援病院の承認数が126に
留まっており地域医療支援病院のない地域も多
数存在しており、紹介率という点で抱え込みと
いうか門前クリニック等が問題視されている。
課題は他にもあるが、地域医療支援病院に対す
るチェック機能の充実も挙げられている。地域
医療支援病院が次回の医療法改正でどのような
位置づけとなるかが検討会で議論されている。

具体的には平均在院日数の短縮が進む中で新た
な役割として在宅患者の受け入れについて意見
を述べている。ご指摘のように不要論の発言も
あるが方向付けは一切なく、議論はこれからと
いうところである。
小児科、産科の集約化については、公立病院

を中心として地域の実情に応じて、他の公的病
院等を対象としている。この中に医師会病院も
入ると理解しており、民間病院の産科を拒否さ
れているわけではないと思っている。医師の修
学資金貸付事業を含めて、民間だからとして、
医師会立の地域医療支援病院が公的制度から一
律に排除されることは認められない。

（9）DPCの急性期外来への導入阻止につい

て（埼玉県）

【提案要旨】

DPCは従来、特定機能病院を対象に導入さ
れたものであるが、平成18年度診療報酬改定
で民間病院にまで拡大されたこともあり、DPC
を採用する病院は加速の一途を辿っている。
（全国360病院で採用）
また、規制改革・民間開放推進会議の最終答

申には、DPCの普及とともにDRG/PPSへの意
向を来年度中に検討することが明記された。国
家財政が逼迫する一方、少子高齢化が進む現
在、国は医療費適正化の名のもと、入院や高齢
者医療を中心に、ますます推進していくものと
思われる。DPC採用が急性期病院として生き
残れるための条件とされつつあるといっても過
言ではない。
日医はこれまで「診療所は出来高払い」と唱

えてきたが、このような国の施策に対して、どの
ように対処しておられるのか見解を伺いたい。
【鈴木常任理事回答】

これまでDPCについて光の部分だけ取り上
げられていたが、最近になって影の部分が問題
視されている。当初から問題点として指摘して
いるが、再入院の問題であると、外来の検査、
頻回受診、DPCの算定のカテゴリーはきちん
と決まっているが、拡大解釈してそのカテゴリ
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ーに請求し入れ込むことがある。ルールを逸脱
した算定をされ、特定共同指導等においても担
当役員が言葉を失う場面もある。現在、指定希
望病院が300弱あるが、この問題が解決しない
限り先送りされるのではないかと思っている。
DPCも再構築を迫られている。

【唐澤会長への質問（埼玉県）】

1）急性期診療に対してDPCを持ち込まないで
出来高制度を是非堅持していただきたい。
2）後期高齢者制度について、国保中央会より
二つの提言があった。①75歳以上の老人に対
してかかりつけ医の登録制　②人頭制による
マルメ制の提言があり、厚生労働省は政策と
して決定し記者会見している。後期高齢者制
度はマルメ制度、登録制度にならないように
してもらいたい。

【唐澤会長回答】

①DPCは急性期においては不適切であり、こ
れは日医の主張を守っていきたい。
②終末期医療についてもメディファックスにあ
ったように、高額な医療費が短期間に提供さ
れていることもあり、これも正しい形に是正
することが大事であると思っている。その前
に国が不必要に財源削減という医療に対する
理不尽な方向を打ち出していることについて
は、何とか打ち破っていきたい。

（10）医療における控除対象外消費税の解消

に向けての対応について（鳥取県）

【提案要旨】

医療における控除対象外消費税の解消に向け
て、日本医師会の考え方と現在の進捗状況の最
新情報をお聞かせいただきたい。
【今村聡常任理事回答】

この消費税の負担を解消するために平成19
年度の税制改正要望においてもゼロ税率ないし
軽減税率による課税制度に改めるという要望を
出したところである。昨年の夏以降、関係各省
庁や国会議員との勉強会を行っている。また、
秋の臨時代議員会終了後には自民党税調のメン
バーや公明党への働きかけも行っている。今

後、国民の理解が必要になることからマスコ
ミ、特に一般紙や経済紙、雑誌記者等との懇談
会を中心に理解を深めてもらうよう活動を頻繁
に行っている。
今後1年間議論が開始されるまでの夏までが非

常に大事な時期になる。今回、鳥取県医師会に
おける鳥取県議会への請願、さらにそれが採択
されことについては素晴らしい取り組みである。
医療関係者以外からの要望という形が制度改正
の大きなうねりに繋がっていくと思っている。

（11）病診連携とかかりつけ医の更なる推進

（千葉県）

【提案要旨】

病院の医師不足の原因として医師の加重労働
が挙げられる。その過重労働の理由の一つとし
て、外来患者の急増があります。朝から夕方ま
で、夜間も専門的医療を求めて患者さんは病院
に押しかけている。元来地域医療では、日常的
な医療はかかりつけ医で、入院または特殊な検
査を要するものは病院でという機能分担が行わ
れてきた。しかし近年では専門医療を求めて患
者さんは病院に集まっており、病院も医療費抑
制の影響を受け外来患者を積極的に迎えいれて
いる。その結果地域医療に混乱を生じておりま
す。それを解消するには「かかりつけ医機能」
を高め、病診連携を進め、地域医療をあるべき
姿に戻すことが必要と考えます。
日本医師会としてどのように考え、どのよう

に進めるかお考えを伺いたい。
【内田常任理事回答】

現在、厚生労働省の委員会で医療提供体制の
あり方の中で、病院外来のあり方、或いはかか
りつけ医機能について議論をしている。今後の
医療提供体制のあり方は、医療機関の機能分化
と連携が非常に重要だと考えている。その中
で、在宅医療や休日夜間診療も含めた地域にお
ける一次医療の充実、安全対策の向上等のいわ
ゆるかかりつけ医の役割というものは極めて重
要である。時代的、社会的要請でもあり、現
在、地域医療や学術推進等の委員会で検討して
いただいている。



2007沖縄医報 Vol.43  No.3
報　　告

－9（199）－

（12）日本医師会の政策決定プロセスについて

（大阪府）

【提案要旨】

日医の政策決定プロセスについて、最近は担
当役員の個人的な考え方が日医の方針として一
人歩きしているのではないか。日医の組織決定
のプロセス（会内委員会、常任理事会、理事
会、代議員会等）があったのであろうか。
先日の学校医に関する朝日新聞の意見広告で

ある。これについては先に近医連として質問状
を出しているが、公告の内容は日医の学校医問
題に係わる人々も含めて検討されたものとは思
えない。執行部のお考えをお伺いしたい。
【羽生田常任理事回答】

10月の朝日新聞の意見広告については、テレ
ビ等で小学生の自殺、いじめ等の問題がクロー
ズアップされていたということ、たまたま10月
に自殺対策基本法の施行があった関係、また、
5月に子ども支援日本医師会宣言を出した関係
上、こういった時期にタイムリーに出したほう
がいいということで、議論したところである。
議論の結果、常任理事会を経ず会長専決として
出した。大きな問題であれば代議員会等で議論
をいただき決めるのが通常の手順であるが、場
合によっては会長の専決事項というのも案件に
よってはある。たまたま、この学校保健の意見
広告並びに今回のテレビコマーシャルが広告の
世界では認められてベストファイブに入ったと
いうことが雑誌に掲載されている。

（13）かかりつけ医の認定について等

（兵庫県）

【提案要旨】

①かかりつけ医の認定について
「かかりつけ医」という言葉は、患者さん

の側にたったネーミングと理解しています
が、如何ですか。医師の機能を表す言語であ
り、ある特定の診療科を意味する言葉ではな
い、と第三次学術会議推進会議でも論点整理
した筈です。従って「かかりつけ医」の認定
はなじまないと思います。

仮にもし実現すれば患者さんのフリーアク
セスは阻害され、厚生労働省などから待って
ましたとばかりに診療科目別の医師数の制
限、開業規制、人頭割りなどが推し進めら
れ、地域医療の供給体制に大きな混乱が起こ
ることが考えますが、如何ですか。
②平成18年11月に発表された日の医師確保対
策の中に「認定かかりつけ医」のほか「地域
における開業医の診療科別枠」の設定とか
「開業調整の是非に関する検討」などという
言葉が再三にわたって出て参ります。
これらは我々が長年にわたって築き上げて

きた地域医療体制を根底から打ち崩すような
内容に受け取られますが、どういう意図があ
るのか会長のご意見を伺いたく存じます。

【唐澤会長回答】

私はこのかかりつけ医という名称は決して賛
成していない。今後、日医認定かかりつけ医制
度というものができそうになるならば、私はその
名称での日本医師会制度ができることには賛成
しない。むしろ日本医学会の制度を補完するよ
うないき方を望んでいる。まだ、委員会にお願
いしている最中であるから、どういう形でこれが
まとまっていくか分らないし、早急にこれができ
るかも分らない。将来の日本医師会に参加する
先生方に示せるよう検討を進めていきたい。

その他
当日は、来年4月に大阪で開催される第27回

日本医学会総会の参加・登録の協力依頼のた
め、堀　正二準備委員長が出席され、テーマは
「生命と医療の原点」副題として「いのち、人、
夢」として開催されるので、多くの会員の参加
をお願いしたいとの挨拶があった。
因みに、本年1月9日現在における日本医学

会総会への全国の登録数は4,580名（沖縄4
名）、過去の総会出席者数を基に、各県別の参
加期待数（全国18,160名、沖縄80名）を作成
しているので、会員への参加登録を推進しても
らいたいとのことであった。
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去る12月20日（水）、日本医師会館大講堂に
おいて、標記研修会が開催されたので、その概
要について報告する。

挨拶（唐澤 人日本医師会長）

平成20年度からの医療保険者に義務付けら
れ実施される健診・保健指導について、地域に
おいて円滑な事業展開がなされるよう指導者研
修会を行うこととした。
医療制度改革により医療を取り巻く環境は転

換期をむかえている。財政主導の課題が先行
し、医療の質、安全の確保が十分にできないよ
うな状況に追い込まれている。経済財政諮問会
議における医療費の総枠管理に対抗する具体的
な政策として、予防重視の観点から生活習慣病
対策が展開されてきたものである。国民が疾病
に罹らず健康に生活できるよう支援していくこ

とが我々の大きな役割である。このためには平
成20年度までという限られた時間であるが、国
民の医療不信に繋がることがないような健診・
保健指導の体制を医師会が中心となって構築し
ていく必要あると考えている。

研修

（1）医師が行う運動指導
講師：津下一代（あいち健康の森健康科学総

合センター副センター長）
津下氏は、本人の準備度に合わせた保健指

導、個別的・具体的・実現可能な方法により、
健診から行動変容（生活習慣病予防行動）の持
続、生活習慣病の予防・改善につなげる過程と
運動指導の実際について講演された。以下概要。
○「これまでの健診・保健指導」と「これから
の健診・保健指導」の違い

健診・保健指導の指導者研修会

常任理事　大山　朝賢

会場風景
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健診と保健指導：「健診に付加した保健指
導」⇒「保健指導対象者を抽出するた
めの健診」

目的：「個別疾患の早期発見・早期治療」⇒
「Metsに着目した早期介入・行動変
容」

内容：「健診結果の伝達、理想的な生活習慣
の情報提供」⇒「自己選択と行動変
容」

対象者：「要指導のうち、保健事業に参加し
たもの」⇒「必要度に応じ階層化され
た保健指導」

方法：「一時点の健診結果に基づく画一的な
指導」⇒「健診結果の経年変化や将来
予測も踏まえた保健指導、集団の健康
課題の分析、ライフスタイルを考慮」

評価：「実施回数・参加人数」⇒「介入の効
果、糖尿病患者・予備軍の減少」

○健康づくりのための運動基準2006
身体活動：23メッツ・時／週
運動　　：4メッツ・時／週

2～10メッツ・時／週
※メッツ・時（エクササイズ）／週
「メッツ」（強さの単位）とは、身体活

動の強さを、安静時の何倍に相当するかを
表す単位。メッツ量に体重をかけると消費
エネルギーになる。メッツを理解しておく
ことが必要。

○メタボリックシンドローム対策
内臓脂肪を減少させる運動量は、週10エク

ササイズ程度かそれ以上。→速足に換算する
と週に150分。1ヶ月で1～2％の内臓脂肪減
少が期待できる。
○行動変容ステージモデル（無関心期→関心期
→準備期→実行期→維持期）を理解し、ステ
ージ毎のサポート・指導を行う。
無関心期（前熟考期　病識が無く行動変化

を考えない）
関心期（熟考期　必要を感じている）
準備期（本人なりの行動変化）
実行期（行動期　適切な行動をはじめる、

6ヶ月以内）
維持期（適切な行動が6ヶ月以上継続）

○身体状況・運動習慣・運動の目的を確認のう
え、その人にあった運動処方、楽しく継続で
きる運動指導を行う。運動後の身体状況の変
化の確認を行い運動処方にフィードバックす
る。
○運動処方のポイント
①有酸素運動を主体とする。筋力トレーニン
グ・ストレッチングを組み合わせる。②運動
強度は、3メッツ程度。高強度の運動をいき
なり始めないこと。③運動時間は、5分、10
分でもOK。トータルの時間を確保する。④
週あたりの基準量を確保できるとよい。
○筋力トレーニング　
目的に合わせた大きな筋群、中等度の負荷12

～20RM、呼吸を止めない、負荷を漸増する。
○肥満の人に対する運動処方
運動は、有酸素運動を主体・荷重負担が少

ないものがよい。運動強度は低～中強度。運
動時間は短くてもよく、苦痛を感じない時
間・方法を本人とともに考える。運動頻度は
1週間単位とし、歩数計や体重記録等の活用
により継続支援する。運動施設等の活用、連
携を行う。
○肥満の方へ指導する際の留意事項
糖尿病・高脂血症・高血圧症・高尿酸血症

などを合併している確立が高い。
膝関節・股関節などの障害、運動習慣が余

り無い人、食事・飲酒などの問題をもってい
る人が多い。また、30歳代までに急に体重が
増えた人では自分の体力を過信している場合
も少なくない。
○生活習慣改善行動を起こすために必要なこと
①健診結果の理解・体験等により、自ら行動
変容の必要性を納得できること。②行動目標
を設定できること。③生活習慣の改善につい
てセルフチェックができること。④成果を評
価し、本人が必要とする支援法を計画するこ
と。⑤健康づくりに必要な情報を継続的に提
供する。
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○生活習慣病の人が安心して運動を楽しめるた
め、環境整備が必要。
①医療機関と健康増進施設との連携強化。②
運動指導員、医師や保健師は情報共有化でき
るよう研修を行う。③リスク層別化管理体制
の整備および利用者（患者）の教育。④運動
処方のためのメディカルチェックの推進。⑤
救急体制の整備。（器材整備や救急隊と医療
機関の連携）

（2）医師が行う栄養指導
講師：伊藤千賀子
（日本糖尿病学会「健康日本21」の糖尿病
対策検討委員会委員長）
伊藤氏は、医師が行う栄養指導の実際につ

いて、（1）わが国の食生活の変遷（2）生活
習慣病予防と食生活（3）Healthy Menuの
1,840kcal、1,600kcalの献立例の3点につい
て講演された。以下概要。
1）わが国の食生活の変遷
国民総生産の増加・経済発展はしたが、エ

ネルギー消費量は殆んど変わっていない。栄
養等摂取量をみると、動物性脂質が増加して
いるが、たんぱく質やエネルギーは減少して
いる。食品群別摂取量では、乳製品・肉・油
脂が増加し、米は半分に減少している。
2）生活習慣病予防と食生活
生活習慣病増加の背景として、摂取エネル

ギー量は変わらないが、労働・運動による消
費エネルギー量が減少して、相対的な摂取エ
ネルギー量が過剰になり、肥満（内臓肥満）
が起こり、IGT・高血圧・高脂血症・糖尿病
を引き起こしている。
日本人と米国人を比較（1971年～2000年）

すると、総エネルギーに対する各栄養素摂取
比率の推移では、米国人が脂質摂取を減少さ
せているにもかかわらず日本人は脂質が増加
してきており、脂質を落す必要がある。
食生活指導・栄養指導は、①エネルギー摂

取量の是正（労働度に応じた適正量）、②動
物性脂質・蔗糖や果糖の過剰摂取の是正、③

植物繊維摂取の奨励、④減塩（薄味）を行
う。
3）Healthy Menuの1,840kcal、1,600kcalの
献立例
望ましい食事の取り方（朝・昼・夕食と散

歩）を指導し、外食も含め食生活チェックす
る（チェック表使用）。
糖尿病食事療法のための食品交換表（日本

糖尿病学会編）を生活習慣病対策の食事療法
に活用していただきたい。食品分類表の使い
方、1,840kcal・1,600kcalの献立例について
説明。
・献立指導のポイント
①塩分は控えめに（塩辛い食品は避け、食塩
摂取は1日7グラム以下。調理の工夫によ
る減塩）
②食物繊維を十分に（野菜・海草・きのこを
たっぷり食べる。生野菜・緑黄色野菜を毎
日食べる）
③脂肪は量と質を考えて（脂肪とコレステロ
ール摂取を控えめに。動物性脂肪、植物
油、魚油をバランスよく摂取）

（3）特定健診・特定保健指導と医師会
の役割
日本医師会常任理事の内田健夫先生より、特

定健診・特定保健指導と医師会の役割について
説明があった。
先ず始めに、医師法第1条に「医師は医療およ

び保健指導を掌ることによって公衆衛生の向上
および増進に寄与し、もって国民の健康な生活
を確保するものとする」と明記されていることか
らも分かるように、医師は医療だけでなく保健
指導を行うことも非常に重要な役割であると説
明があり、平成20年4月より医療保険者に義務
付けられ実施される糖尿病等の予防に着目した
健診・保健指導の実施について、医師の積極的
な関わりが重要であるとの認識が示された。
今回の健診・保健指導により、健診受診率の
20％向上、その成果として糖尿病等の有病者・
予備軍の25％削減、延いては2015年には医療
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費2兆円の抑制を目標に掲げる等、国民の健康
増進・生活の質の向上、中長期的な医療費の適
正化が謳われているが、日医総研等の調査によ
ると、健診費用、医療費等が逆に大幅に増加す
る可能性がデータとして示されていることが報
告された。
健診・保健指導への医師会の関わりとして

は、保険者協議会へ積極的に参加していくとと
もに、医療機関が保健指導の委託を受ける際に
発生する膨大な事務作業を軽減するために、医
師会が契約代行機関として機能することが必要
であることが述べられ、また、健診・保健指導
のアウトカム評価として、今後健診データとレ
セプトデータの突合が行われていくが、このこ
とが管理医療や医療への介入に繋がらないよ
う、医師会が厳重に監視していく必要があると
の考えが示された。
生活習慣病で治療中の患者に対する健診・保

健指導については、検診項目、問診項目の整合
性、費用に関する取り決め等々、現在議論の最
中であるが、日医としては、受療中の方に対す
る医師の各種指導は、特定保健指導で代替され
るものではないと主張していると説明があった。
第三者評価機構については、健診・保健指導

の質を担保する上でも絶対に必要であるとの考
えが示された。
最後に、今後の課題として、統一料金設定の

検討（予防保険制度創設の是非）、健診・保健
指導の基盤整備と精度管理、各制度との関係、
被扶養者の健診・保健指導実地体制整備、アウ
トソーシングの把握・評価、等々と具体的に決
まっていないことが未だ多くあるが、我々の対
応に間違いが無いよう取り組んでいかなければ
ならないと述べられた。
なお、健診・保健指導に関する迅速な情報提

供を図ることを目的に、日医ホームページ内に
健診・保健指導の専用ページを来年1月に設置
予定であるとのことであった。

（4）健康スポーツ医・産業医との関わり
日本医師会常任理事の今村聡先生より、健

診・保健指導における日医認定健康スポーツ医
並びに産業医の関わりについて説明があった。
始めに、特定保健指導は、“情報提供”、“動

機づけ支援”、“積極的支援”の三層に階層化さ
れた指導が行われることになっており、日医認
定健康スポーツ医並びに産業医はその内の“動
機づけ支援”、“積極的支援”の部分に関わるこ
ととなるが、保健指導を行うために日医認定健
康スポーツ医並びに産業医の資格を有する必要
があるという訳ではないことをご理解いただき
たいと説明があった。
日医認定スポーツ医が必要とされるケース

は、医師が配置されていない運動施設等で保健
指導を実施する場合となっており、運動施設等
で保健指導を行う際の質の担保という観点か
ら、日医認定健康スポーツ医の関わりが望まれ
るとの考えが示された。また、日医認定健康ス
ポーツ医が従来の資格のままで良いのかという
議論があり、現在カリキュラムの見直しを行っ
ているところであることが説明された。
労働安全衛生法における健診・保健指導との

関係については、基本的な考え方として、「事
業者健診は保険者が行う特定健康診査に優先す
る。」、「事業者は保険者から事業者健診データ
の提供を求められたときはそれに応じなければ
ならない。」、「保険者が行う特定保健指導は、
事業者が行う保健指導に優先する。」、「特定健
診項目のうち、事業者健診と重複する部分は事
業者負担。それ以外は保険者負担（？）。」とさ
れているが、費用並びに健診項目等については
現在調整中となっていることが説明された。
また、事業者が行う保健指導は産業医に委託

されるケースが想定されることから、日医とし
ては、ガイドラインに“産業医”と明記してい
ただくことを主張しているが、これは産業医が
保健指導を必ず行わなければならないという訳
ではないことをご理解いただきたいと考えが示
された。
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質疑応答

Q：健診・保健指導料について。その金額。そ
の負担区分。

A：被保険者の自己負担分割合も含め各医療保
険者が設定する。法律等で設定するもので
はない。（厚労省）

Q：各医療保険者が設定する費用はある程度の
目安はあるのか。

A：将来的には何らかの目安を出していかなけ
ればならないと考えている。（厚労省）

Q：動機づけ支援、積極的支援、それぞれにお
ける運動指導、栄養指導等の指導の回数と
その期間の目安について。

A：動機づけ支援については原則1回の指導と
なっており、6ヶ月後に評価を行うという
考え方になっている。積極的支援の回数、
内容については、現在検討中である。（厚
労省）

Q：現に主治医の下で治療中の指導対象者も同
じように指導を受けることになるのか。

A：かかりつけ医へ受診中の方に対して特定保
健指導を実施するか否かについては、検討
会で具体的に検討進めているところであ
る。もう少し丁寧に議論しないといけない。
基本的には主治医に治療していただいてい
る場合でも保健指導は受けていただいた方
がよいのではないかと考えている。いろい
ろなケースがあるので議論を重ねる必要が
ある。（厚労省）

Q：具体的なガイドラインはいつ頃示されるか。
A：年度末までには方向性がまとまればと思っ
ている。3月には政省令や通知を出さなけ
ればならないと考えている。（厚労省）

Q：健診項目は統一されるのか。各保険者によ
って追加項目は認められるのか。

A：医療保険者が独自の判断によって健診項目
を追加することは可能であると考えてい
る。（厚労省）

Q：介護予防を目的とした生活機能評価との関
係は。

A：特定健診と生活機能評価は別の制度である
が、受診者の負担軽減を図る目的で市町村
との共同実施は考えられる。今後、調整し
なければならない。（厚労省）

Q：40～74歳以外の方の健診はどうなるのか。
75歳以上の方の健診の取り扱い。39歳以
下の方の健診の取り扱い。

A：先ず、40～74歳の健診項目をどうするかが
決まった段階で75歳以上をどうするかとい
う議論になる。39歳以下の方の健診は従来
通り各医療保険者において努力義務ではあ
るが任意に実施される。（厚労省）

Q：保健・栄養指導に係る経費はどのようにな
るのか。予算立てされる見込みはあるのか。
あればどのくらいなのか。

A：原則として保険料財源として各保険者が保
険料として徴収することになる。（厚労省）

Q：日医として、実務者の研修会開催の予定が
あるのか。あればいつ頃か。

A：指導者研修は継続的定期的に開催したいと
考えている。実務者の研修会については都
道府県の対応ということでお願いしたい。
（日医）

Q：施設健診での保健指導・栄養指導はどのよ
うに実施することを想定しているのか。ま
た、望ましいやり方は。

A：標準的な健診・保健指導プログラム（暫定
版）の中に示しているが、健診結果に基づ
いて、実施者に対して“情報提供レベル”、
“動機づけ支援レベル”、“積極的支援レベ
ル”に保健指導のレベルを階層化して、
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“動機づけ支援レベル”、“積極的支援レベ
ル”に該当した方に対して個別面談的な保
健指導を実施する。どのように保健指導を
行うかについては検討しているところであ
る。“情報提供レベル”については保健指
導という言い方はしているが健診結果にい
ろいろな情報を合わせて提供していただく
という形になる。（厚労省）

Q：集団検診での保健指導・栄養指導はどのよ
うに実施することを想定しているのか。ま
た、望ましいやり方は。

A：暫定版に示しているが、健診結果に基づ
き、“動機付け支援レベル”、“積極的支援
レベル”に該当した方に対して保健指導を
実施していただくということになる。どう
いうふうに実施するかは引き続き検討して
いく。（厚労省）

Q：メタボリックシンドロームを離脱するため
の運動療法や栄養指導の具体的なガイドラ
インは存在するのか。作成中なのか。

A：暫定版に参考として学習教材集をつけてい
る。地域の特性にあった形に直していただ
くことが大事と考える。具体的な保健指導
の内容については、対象者によって異なる
と考えるので定型化することは困難と考え
る。対象者のニーズに合わせ指導していた
だきたい。（厚労省）

Q：行動変容のために行った運動指導中に万一
心・血管事故が起きた場合の責任の所在は。

A：自己責任の範囲等難しい問題ではあるが、
保健指導を行う機関が万一の事故に備え事
前に書面で確認するということもあり得る
と考えるが、保健指導は日常生活の中で工
夫できる運動というものを今回のガイドラ
インで示している。負荷の高い指導を行う
ということではないということもある。（厚
労省）

Q：健診・保健指導事業に向けて、アウトソー
シングされようとしている業者の実態ある
いは、健診・保健指導で国からパイロット
事業で受けている実態は調査されているか
どうか。（どのくらいの数があるのか）

A：具体的にアウトソーシング先となる機関の
調査は行っていない。準備事業として千葉
県、富山県、福岡県で行っている。（厚労
省）

【保健指導の医師の役割について】

Q：かかりつけ医、産業医が保健指導を行うこ
とが当然であると思うが、ガイドライン
（暫定版）では保健師等の役割を強調しす
ぎているように思われる。医師が保健指導
する体制を構築するように、日本医師会は
強く主張してほしい。

A：特に医療が必要とされる方に医師が主導的
に関わっていくということで主張してい
る。（日医）

【職場健診にかかわる医師の役割について】

Q：多くの医師（開業医）は労働安全衛生法に
より小規模事業所の職場健診を行っている
が、医療保険者による健診の導入により、
今まで医師（開業医）が行っていた健診が
中止にならないことを強く希望する。

A：従来通り労働安全衛生法における事業者の
健診が特定健診より優先しているので、今
回の特定健診が入ったからといって先生が
やっておられた小規模事業所の職場健診が
中止になるということはない。（日医）

【医師会の関わりについて】

Q：現行の老人健診は地区医師会と各市町村が
委託契約を結び、医療機関が個別に健診を
行っているが、国保の特定健診は今後も継
続して医師会との契約を重視したものにし
てほしい。

A：今後、この制度に対して医師会は積極的に
協力していくべきであると思うので、医師



2007沖縄医報 Vol.43  No.3
報　　告

－16（206）－

の関わりの重要性を強く主張すべきであ
る。（日医）

Q：医師会立の検診センターの役割の重要性も
主張してほしい。

A：どの健診・保健指導機関と契約を結ぶかと
いうことについては、保険者の判断となる。
しかし市町村における健診・保健指導は医
師会も委託を受けられるような体制作りと
いうことで取り組んでいきたいし、取り組
んでいただきたいと考える。（日医）

Q：今後、国保連合会、支払基金とも膨大なレ
セプト情報、健診情報を持ち、ますます管
理医療に進んでいくことを危惧する。情報
管理については罰則等を含め国民に納得い
く形で制度設計をしてもらいたい。また、
保険者協議会（地域・職域連携推進協議
会）への医師の参加は当然必要と考える。

A：医療保険者においては、情報管理について
「健康保健組合等における個人情報の適切
な取り扱いのガイドライン、あるいは国民
健康保健組合における個人情報の適切な取
り扱いのためのガイドライン等々がすでに
発出されており、それに基づいて個人情報
保護の体制をとることになっている。今回
の法律改正において、個人情報の取り扱い
については懲役刑を含む罰則規定の整備が
行われている。（厚労省）

Q：保険者がレセプトデータと健診データを突
合し医療費適正化の統計に利用すること
は、レセプトデータの新たな利用目的とし
て、医療を受ける方に対して、個人情報保
護法でいう「利用目的の通知」が必要だと
思われるが、これは保険者が行うと考えて
よいか。

A：健康保健組合等における個人情報の適切な
取り扱いのためのガイドラインにおいて、
医療費分析は通常の業務で想定される主な
利用目的にあげられているので、被保険者

の個別の同意は必要ない。（厚労省）

Q：個人情報保護に関する意識の高まりから、
レセプトデータや健診データがデータマイ
ニングに利用されることを、患者さんや健
診受診者が拒否する場合はどうなるか。

A：医療保険者は高齢者医療法において、健
診・保健指導データの保存義務が課されて
いる。したがってデータを保持しないとい
う訳にはいかない。健診・保健指導を受診
するか否かは被保険者の判断である、医療
保険者が健診・保健指導データを保持する
ことを理由に健診・保健指導を受診しない
場合は、それは仕方ない。また、医療保険
者が健診・保健指導データを保存する具体
的な期間については検討中である。

Q：「健診のアウトソーシング」の人員に関す
る基準では「健診を適切に実施するために
必要な医師、臨床検査技師及び看護師等が
確保されていること」とされ、また精度管
理に関する基準もある。検査を外部委託し
ている医療機関の扱いはどうなるか。

A：精度管理が行われている検査機関に検査を
委託しているということが条件となる、具
体的なところの表現は確定版にて文言を整
理していきたいと考えている。

Q：「保健指導のアウトソーシング」では、
「利用者の利便性の配慮（例えば、土日祝
日・夜間に行う等）をして保健指導の実施
率を上げるよう取り組む」とされている。
保健指導のためだけに新たな院内体制を組
むことは難しいと思われるが、日医のお考
えは。

A：義務ではないので対応できる範囲でご対応
できればと考えている。（日医）

Q：労働安全衛生法では、事業主に対して健診
の実施を義務付けているが、保健指導の実
施は努力義務であるため、事業主が保健指
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導を実施しない場合は、医療保険保険者が
事業主から健診結果の提供を受け、保健指
導を実施するとされている。

Q：医療保険者が保健指導を実施する場合、嘱
託産業医の職務である「労働者の健康を保
持するための措置」との整理はどうなる
か。

A：医療保険者の保健指導はメタボリックシン
ドロームを中心とした保健指導となる。当
然、労働安全衛生法に基づく健診の事後措
置と一致しないことも考えられる。医療保
険者が特定保健指導を実施した場合でも、
労働安全衛生法の観点から措置を講ずる必
要がある場合は、保健指導を行わなければ
ならないということが事業主にもあるとい
うことを検討していかなければならない。
（厚労省）

Q：また、事業主が単独の健保組合を持ってい
るケースでは、事業主から健保組合に健診
データが提供されることにより、当該事業
所の嘱託産業医が健保組合から保健指導を
依頼される場合も考えられる。その場合は
嘱託産業医の契約とは別に、健保組合と特
定保健指導の委託契約を交わすということ
でよいか。

A：考え方としてそういう考え方でよい。（厚労
省）

Q：また、当該嘱託産業医の医療機関は、「保
健指導のアウトソーシング」の委託基準を
満たしておく必要があるか。

A：医療保険者がアウトソーシング先になると
いうことであれば、当然委託基準を満たし
ておく必要がある。（厚労省）

Q：事業主が保健指導を実施する場合、手法は
標準的な健診・保健指導プログラムを用い
るのか。その場合、一連の作業工程の中
で、嘱託産業医の位置付け、事業主との契
約はどのようになるか。

A：事業主が医療保険者から委託を受けて特定
保健指導を実施する場合には、プログラム
に定める方法でやっていただかなければな
らないと考える。その場合産業医として特
定保健指導を実施するということになる。
（厚労省）

Q：今回の医療保険者による健診と下記との整
理についてご教示願いたい。

Q：介護保険法に基づく地域支援事業の特定高
齢者抽出のための健診。

A：検討会にて検討していきたいと思っている。
（厚労省）

Q：学校保健法に基づく教職員の健康診断
A：労働安全衛生法と同様に、医療保険者は学
校の設置者に健診情報の結果を求めること
ができ、特定健康診査を実施する必要はな
い。（厚労省）

Q：保健指導は当然のことながらマンツーマン
制になり、大変な時間と労力を要すること
になる。本業の診療との調整が困難になる
ことが予想されるが、厚労省は指導料をど
の程度と考えているのであろうか。

A：保健指導の単価については、医療保険者と
保健指導機関との契約により設置される。
（厚労省）

Q：保健指導は医師・保健師・管理栄養士が行
うこととされているが、この三者間に順位
があるのか。誰が行ってもよいのか。それ
とも夫々の立場で三者が指導を行うのか。

A：特に規定していない。対象者の健診の結果
によって設定されると思われる。（厚労省）

Q：保健指導は当然のことながら対象者のデー
タ改善というアウトカムを期待して行う訳
だが、その追跡も指導を行う医師の責任か。

A：暫定版では、特定保健指導を実施した場合
は3ヶ月から6ヶ月後に評価を行うことにな
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っている。評価は保健指導を実施した機関
が確実に行うということが条件である。評
価するのが必ずしも医師であるということ
ではない。（厚労省）

Q：特定保健指導は自由診療としてコストを算
定しても構わないのか。健康診断と同様に
コストはやるものの方が決めてよいのか。

A：医療保険者と保健指導機関との契約で合意
のもとでコストを設定していただくことに
なる。（厚労省）

Q：保健指導は診療時間以外の時間で行うべき
か。

A：通常診療と保健指導を明確に分ける考え方
をしておかなければならないと考える。今
後整理していく必要がある。（厚労省）

Q：医療保険が高くなると考えるが。
A：保険診療をやっている場合と、特定健診の
保健指導をやっている場合の整理がこれか
ら出てくる。誤解の起こらないような仕組
みを整理してく。（厚労省）

Q：特定保健指導を行う職種の中に糖尿病療養
指導士を入れていただくというのはどうか。
また、保険者が実施主体になると保険料が
上がってくると思うが、どの程度上がるの
か。国から保険者への補助はあるのか。

A：基本的には医師、保健師、管理栄養士が中
心になる。保険料については、どの程度の
方を保健指導の対象とするのか等、保険者
の方からも同様な質問を受けているが、ま
ずは対象者をどうするかということを検討
しているので、その結果が出てから来年度
のなるべく早い段階で目安を示していきた
いと考えている。補助については、現段階
で詳細は決まっていないが少なくとも保健
指導については保険料で賄う、健診につい
ては現在同様、国が3分の1を負担する方
向を考えている。（厚労省）

Q：ウエストが1cm減ると体重が1kg減るとい
うデータはどのように出したか。メタボリ
ックシンドロームの有無でのデータの違い
を示してはどうか。

A：1センチが1キロに当たるということについ
ては、いくつかの介入研究の成果で示され
ている。階層化の中で、健診データで階層
化する部分と、運動習慣の有無別に階層化
した形で優先順位を決めていくということ
が提案されている。（津下先生）

Q：特定健診が始まるきっかけは医療費の削減
ということであるが、第三者評価機関や契
約代行機関等の事務コストが増大してしま
うと考えるが、どうか。

A：今後検証しなければ正確な回答はできない
が、事業の質の担保という観点から考える
と、第三者評価機構というのはどうしても
必要と考える。コスト上乗せという可能性
はあると認識しているが健診保健指導の質
を担保する方が大切であると考える。契約
代行機関については、個々の医療機関ある
いは健診機関がそれぞれ医療保険者と契約
するということは現実的ではないと考え
る。都道府県医師会が代行機関を担うとい
うことはどうしても必要であると考えてい
る。（日医）

Q：政府管掌の生活習慣病予防検診はどのよう
に変わっていくのか。

A：今後検討していく。（厚労省）

Q：保険料の未納者は健診対象から外すのか。
A：法律上、未納者だからといって外すという
ことはない。（厚労省）

Q：腹囲が減ったから良いということだけで良
いのか。保険者の評価項目は何を想定して
いるか。

A：腹囲だけでなく血液のデータ等も総合して
評価する。保険者の評価については5年間
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後に行い、その成果により、後期高齢者支
援金の加算減算措置が10％の範囲内で設
定できるということが今回の制度改正に盛
り込まれている。健診の実施率であるの
か、生活習慣病の方がどの程度減ったかと
いうことを項目として検討している。（厚
労省）

Q：評価の項目を明確にする必要があるかと考
えるが。

A：評価をすべき項目のたたき台は出ているが、
分かりにくい等の指摘もある。最終的に加
算減算のシステムが平成25年から出される

が、まだ5年以上も時間があるので、3月ま
でには方向性を示したいと考えている。
（厚労省）

Q：健診の受託パターンとして健康スポーツ医
が示されたが、その他確定している資格等
はあるのか。

A：医療機関が健診を行う場合には特別な資格
は必要ないが、保健指導だけを運動施設等
で行う場合、特に処方に基づいて運動指導
を行う場合に健康スポーツ医のような資格
を持った方が配置されていた方が望ましい
という意味合いである。（日医）

印象記

常任理事　大山　朝賢

平成20年から特定健診・保健指導が始まります。従来の健診は個別の早期発見、早期治療が目
的であり、健診後の保健指導は「要精検」や「要治療」となった者に対する受診勧奨を行うこと
が中心でした。しかし「21世紀における国民健康づくり運動（健康日本21⇒本県では“健康おき
なわ2010”として運動中）」の中間評価で、糖尿病有病者の増加、および予備群として特に肥満
男性（20～60才代）の増加が指摘された。これを受けて「医療制度改革」（平成17年12月1日政
府・与党医療改革協議会）において、「生活習慣病予防の徹底」のため、医療保険者に対して、健
診・保健指導の実施を義務づけることとした。さらに協議会は政策目標として平成27年度には平
成20年度と比較して糖尿病等の生活習慣病有病者・予備群を25％減少させることとしている。今
年3月までに議会で特定健診・保健指導の標準的プログラムが決定されると言う。健診結果から
打ち出されたデータを基に、メタボリック症候群（内臓脂肪症候群）を主として、医師、保健士、
管理栄養士等が早期に介入し対象者に確実に“行動変容”を促すことをめざすとしています。メ
タボリック症候群を有していても既に医師の治療を受けているものは対象外で、「要精検」や「要
治療」といわれながら“無視”している方々が対象となります。
平成18年12月20日に日本医師会館で、日本医師会常任理事の内田健夫・今村聡両先生等の研修

会を拝聴し、ことの重大さを鑑みご両人に本県でのご講演を依頼しましたところ快諾を得ました。
1月27日パシフィックホテルで宮城県医師会長や玉城副会長も参加され、両先生による研修会は
盛況でした。この紙面を借りて両先生に改めて御礼を申しあげます。ありがとうございました。
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みだし常任委員会が去る1月20日（土）午後
4時から大分全日空ホテルオアシスタワー（20
階・シリウス）で開催された。
はじめに嶋津九州医師会連合会長より挨拶が

あり、引き続き報告・協議が行われたので概要
について報告する。

報　告

（1）第106回九州医師会連合会総会・医学会及

び関連行事について（大分）

1）参加者数について

みだし総会・医学会及び関連行事の参加状況
について報告があり、ご協力いただき盛会裏に
終了したことに対しお礼が述べられた。
平成18年11月
18日（土） 総会・医学会 390名
19日（日）一般分科会（5分科会）

970名
18・19日（日）記念行事（8種目） 457名

延べ出席者 1,817名

2）宣言・決議の取り扱いについて

第106回九州医師会総会において可決・決定
した宣言・決議文の取り扱いについて、内閣総
理大臣はじめ151名の方々へ、支援並びに協力
をお願いした旨報告があった。

協　議

（1）九州ブロック日医代議員連絡会議について

（大分）

みだし連絡会議を下記日程のとおり開催する
ことに決定した。同連絡会議で行う日医各種委
員会報告は九州各県からの希望順位に沿って、
地域医療対策委員会と医療関係者対策委員会
の二つの委員会を開催することになった。委員
会報告は30分（報告20分、質疑10分）とし、
地域医療対策委員会報告は沖縄県大山朝賢先
生、医療関係者対策委員会は鹿児島県の野村秀
洋先生にお願いすることになった。
1）日程
①と　き　平成19年3月17日（土）
②ところ 大分全日空ホテルオアシスタワー

九州医師会連合会第285回常任委員会

会長　宮城　信雄

会場風景
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③時間割　
16：00～17：00 第286回常任委員会
17：00～18：00

九州ブロック日医代議員連絡会議
18：40～20：40

九州医師会連合会懇親会

（2）第116回日本医師会定例代議員会について

（大分）

代表質問・個人質問について
4月1日に開催される第116回日医代議員会に

向けて、九州各県へ代表・個人質問を2月末日
締め切りでお願いしており、3月17日の常任委
員会で協議したいとの説明があり了承された。

（3）第38回中国・四国・九州地区医師会看護

学校協議会への各県医師会担当理事派遣依

頼について（大分）

横倉会長より提案要旨について説明があった。
みだし「中国・四国・九州地区医師会看護学

校協議会」は、医師会看護学校42校が加盟し、
毎年1回各校持ち回りで協議会が開催され、平
成19年度は小倉医師会看護学校の担当で8月18
日（土）並びに19日（日）の両日、小倉北区
のリーガロイヤルで開催される。
同協議会について、日医からも「本協議会を

継続し、日本医師会並びに厚生労働省に強力な
働きかけをして欲しい」との意見があり、又、
医師会立看護学校が経営問題を含め重要な時期
にきており、運営に関する補助金等の取り扱い
についても議論が行われるので、九州医師会連
合会長名で九州、中国、四国の各県医師会長へ
担当理事の派遣依頼文書を送付して欲しいとの
提案があり了承された。

（4）小児生活習慣病健診の義務化について

（宮崎）

大坪副会長より提案要旨について説明があった。
平成18年11月25日、福岡県で開催した「九

州各県医師会学校保健担当理事者会」で「小児
の肥満や糖尿病などの生活習慣病の健診を義務
化し、学校保健法の健診項目に追加してもら

う」ことを日医会長宛に要望することが決定さ
れている。
作成した要望書案を九州医師会連合会長名で

日本医師会長宛に送付してもらいたいとの提案
があり了承された。

（5）その他

1）九州各県における社保、国保審査委員の選

任について（熊本県）

支払基金の審査委員の改選について、70歳以
上の推薦は認めないとの話しがあることから、
予め九州各県に調査した資料について説明があ
り意見交換が行われた。

2）保険者協議会設置運営規程（医師会委員に

ついて）（鹿児島）

医療費適正化対策の一環として、各都道府県
に「保険者協議会」が設置されているがその委
員構成には医師会は含まれずオブザーバー参加
となっている。今後、オブザーバー的参画を変
えて委員として参画する必要があり、各県でも
歩調を合わせて働きかけを進めていただきたい
との提案があり、各県でも関係機関に働きかけ
を進めていくことになった。

その他

（1）日医総研セミナーについて（大分）

日医総研の畑中研究員より「第2回日医総研
地域セミナー」開催について説明があり、参加
協力の依頼があった。
概要
テーマ：民間病院等建設における適正な設計・建

設発注方法と建設セカンドオピニオン
（建設発注に不可欠な設計事務所との
モデル契約書と建設会社選定のモデル
入札要綱を中心に）

開催日時：平成19年3月24日（土）
午後2時～4時30分

場　　所：福岡県メディカルセンタービル
（福岡県医師会館）

閉　会
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協　　議

1．救急医療
（1）大規模災害、自然災害時の連絡体制の

整備に関して（沖縄県）

本会から提案のある標記の件については、座

長より次のとおり説明があった。

大規模災害時等の連絡体制については、何度

か論議されているが、これといった有効な連絡

手段等がない。重要であるのは、①ネットワー

クの構築方法、②連絡手段の2点であると考え

られる。

方向性としては、行政－医師会、行政－医療

機関等、ネットワーク構築先の明確化や連絡手

段として防災総合無線の利用が有効ではないか

と考える。防災総合無線とは、防災無線とは異

なり、関連する機関が総合で無線連絡を行える

ものである。災害時の連絡手段では無線連絡が

手っ取り早く、1機関60万円程度のコストで行

える防災総合無線は現段階での有効な手段では

ないかと考えられる。

本件に関しては、各県での連絡手段・運用方

法についてアンケートをとり、それを一覧に纏

め各県へ配布することで了承された。

【主な意見】

福岡：現在活用しているメール配信サービス

九州医師会連合会平成18年度第2回各種協議会
去る1月20日（土）、大分全日空ホテルオアシスタワーにおいて開催された標記協議会（地

域医療（含む救急医療）対策協議会、高齢者医療対策協議会打合会、高齢者医療対策協議
会）について、以下のとおり報告する。

1．地域医療（含む救急医療）対策協議会

副会長　玉城　信光
理　事　玉井　　修

会場風景
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は、300件以内で役員を中心に登録し
ている。実際の現場に想定した訓練的
なものは行ってない。
また、地上デジタル放送を使って救急
医療情報の放送をNHKとNTTで準備
を進めているところである。

沖縄：本県では、携帯電話での緊急時優先
回線の導入を検討しており、現在詰め
ている段階である。
また、福岡のメール配信サービスの操
作性についてお伺いしたい。

福岡：現在のところ安否情報の返信等、一
応の操作はできている状況である。

佐賀：平成15年に災害時医療マニュアルの
作成と同時に救急医療情報システムを
立ち上げた。現在、8割の医療機関が
登録しているが、県内全医療機関の登
録が望ましいと考える。

（2）九州・山口各県の災害時医療救護支援

体制整備について（福岡県）

福岡県医師会より、標記の件について、九州
主管部局長及び九州各県医師会長との間で行わ
れる合同会議で提案しているが全く進展がない
ので、今年の9月頃を目処に結論づけていただ
きたいとの提案があった。
本件については、各県とも同様な意見であ

り、行政と一体にならなければうまくいかない
ということを認識し、早急に結論づけていく方
向で了承された。
また、身分保障の面で各県がバラバラでは扱

いにくい事が考えられるので、日医の方で、全
国で適用できるような身分保障等をご検討いた
だきたいとの要望があった。

【協定未締結の県の進捗状況】

沖　縄：地域防災計画の整理が不十分であ
るので、それらを整理しつつ協定締
結に至りたい。

宮　崎：県内での締結は済んでいるが、県外
については調整中。

鹿児島：一昨年に起こったトッピー事件の

際、海上保安庁との取り決め事項
が一切なかったため、情報の集約一
元管理が不十分で、指揮系統が統
一されず、混乱を招いた。災害時に
は指揮命令系統及び情報発信の一
元化が不可欠であり、行政との一
体化が重要である事を認識しつつ準
備を進めている。

【日医石井常任理事よりコメント】

福島県では出動の際に準公務員扱いにしてお
り、セーフティーネットの面等において、公的
活動に参加するという枠組みで行うことが重要
である。
また、広域の協定については、一つの県が、

隣県と協定を結んでいれば、その中の枠に入っ
ていくという形をとれば各県で同様な協定が適
用される。
更に、ヘリが導入されるということは、益々

ボーダーを越えることになる。また、地域MC
との取り合い、それをもっと広域化する時の手
法等が今後問題になってくると認識している。

（3）小児救急医療の整備に向けて（沖縄県）

本会から提案のある標記の件については、
「鹿屋方式」・「川内方式」を採用している鹿
児島県医師会より、広域システムの構築による
問題点について、次のとおり説明があった。
広域システムを構築することにより、①患者が

増加する。②患者の増加に伴うスタッフ（医師・
看護師等）への負担が増え、疲弊困憊を招く等
の問題が生じる。これら総合的な問題を解決しな
ければ医師確保等の面においても影響が出る。
また、男女医師の割合が、昔は9対1であっ

たのに対し、現在、鹿児島大学での割合は2対
1である。卒業生人数は変わらず、労働量が増
え労働力が減っている。
これらの10年前と現在の比率や労働時間等

を日医総研でデータとして出していただき、エ
ビデンスを持って、医学生入学数の増加や医師
確保の面等で交渉を行っていただきたい。
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【日医内田常任理事よりコメント】

実際の労働時間については、直近の調査は実
施している。1人あたりの平均労働時間が約68
時間となっていて、労働基準法で規定されてい
る時間を遥かに上回っている。
中には、週に140時間働いている人もおり、

労働量が明らかに増えており、負担が非常に大
きいという状況である。
10年前のデータについては、恐らく統計資料

がないかと思われるので、今後、具体的な検討
の中でデータを出していきたい。

【主な意見】

熊本：平日・休日夜間の救急診療について
は、我々医療担当者としては社会的義
務であると認識している。しかし、
我々がどれだけ疲弊しているかを何ら
かの形で国民へ訴えるべきである。

沖縄：準夜帯への集中度が医師への疲弊を
招いている。小児の医療は、小学校以
下は小児の専門で良いと思うが、それ
以上を内科小児科や救急医療、プライ
マリ・ケアを行っている医師が診るよ
うな体制を作っていかなければならな
いと思う。
本県の救急医療は、県立病院が中心
に行っているため救急の盥回しがなく
殆どうまくいっている状況であるが、
集中度が増しているため解決策を検討
していかなければならない。

（4）周産期医療ネットワークの構築状況につ

いて（佐賀県）

標記の件については、予め回答いただいてい
る各県の①産婦人科もしくは産科を標榜する医
療施設数、②①のうち実際に分娩が行われてい
る医療施設数（分娩実施率）を確認いただき、
佐賀県医師会、宮崎県医師会及び長崎県医師会
より周産期医療センターの状況について以下の
とおり説明があった。
また、長崎県医師会より、①産婦人科もしく

は産科を標榜する医療施設数79、②①のうち実

際に分娩が行われている医療施設数（分娩実施
率）62（78.4％）との追加報告があった。

【佐賀県医師会】

佐賀県では、8月に全産婦人科医師を対象に
緊急のアンケートを実施した。アンケート調査
結果によると、10年先の状況が散々たるもの
で、産婦人科医師が半減する傾向がみられた。
また、全国で周産期医療センターがないのは8

県で、その内の4県が九州である（佐賀県含む）。
しかし、佐賀県は、周産期死亡率が全国で一

番低いことから、同センターがなくても、隣県
（佐世保・久留米）の応援をいただきながら、
結果を出している状況にある。

【宮崎県医師会】

宮崎県は、地域に根づいた拠点病院が二次医
療病院として機能しているが、そのような中核
病院を充実させることで、周産期死亡率を低く
する体制ができている。必ずしも総合母子セン
ターは必要ではなく、田舎の県においては、地
域に根づいた拠点病院を充実させた方がはるか
に良く、結果を出している状況である。
そのようなことから、本県においては、地域

分散型の産科医療体制を貫くということを決定
した。改良面としては、拠点病院に医師を集約
させ、二次医療施設から一次医療施設へ応援を
送ることで救命率の向上を図る。
また、宮崎大学より、産婦人科と小児科が連

携した医師養成プログラム作成のための予算を
とっていただいており、将来の医師育成あるい
は産婦人科・小児科医師の確保に努めていただ
いている。

【長崎県医師会】

長崎県では、国立医療センター長が熱心に総
合周産期医療センターの設置に取り組んでいる。
3,000万円を投資しハード面を整備したが、医師
の確保には不足をきたしている状況である。
【日医今村常任理事よりコメント】

周産期医療については、他の分野に比べ、な
お一層地域の事情がある。中央で策定した計画
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が必ず一致するものではない。
また、総合周産期医療センター未設置の県で

実績を証明しているので、厚労省にも画一的な
整備はやめていただきたいと申し入れている。

（5）災害医療シミュレーションキット・エマ

ルゴトレーニングシステム導入について

（長崎県）

（話題提供）

長崎県医師会より、標記トレーニングシステ
ムについて、次のとおり話題提供があった。
一昨年に県で災害医療シミュレーションキッ

ト・エマルゴトレーニングシステムを購入し
た。同システムはスウェーデンで開発され、災
害の規模や種類が選択できる。また、割と安価
である（150万円）。できれば各県でも同システ
ムの導入を検討いただきたい。昨年12月に行っ
た訓練内容の紹介があった。

（6）ドクターヘリ運航について（長崎県）

標記の件については、長崎県より本県では12
月1日よりドクターヘリの運航を開始している
が、すでに運航している県で運航の活動状況や
問題点などがあればお伺いしたい。また、国会で
は、全国にドクターヘリを整備しようという事が
あるので日医にお伺いしたい旨の提案があった。

【日医石井常任理事のコメント】

ドクターヘリに関しては、既に議員立法によ
る促進が与党内で検討されている。日医の救急
委員会でも議論し、それを基に折衝した。昨年
度の最後の国会で上程されるかどうかであった
が時間切れになり、来る1月25日の通常国会の
冒頭処理を予定しており、現在進行中である。
ドクターヘリの法制化については、法律で補

助金の枠が既に決まっている。
法制化に関する課題としては、①医師会によ

るドクターヘリ事業の整備指針（国）、体制整
備計画（都道府県）への関与、②メディカルコ
ントロールの確保、③ドクターヘリの運用費
（航空会社への委託費、医師等の人件費等）の
負担財源、以上の3点を取り纏めた。

なかでも、健康保険財源による運用費の負担
は、絶対に認められないとしている。ただし、
3年後に見直しを行うことになっており、それ
を中医協で見直すということに対しての反対意
見がなかったので了承したものとみている。
中医協で見直すことにより、医療費の中身の

運用や公費・基金による財源の拡大が図れる。

【福岡県医師会】

医師会としての注意事項としては、運航調整
委員会へきっちりと意見を述べ、消防・地域医
療機関等との連携を良くする必要がある。
活動実績では、病院間搬送から現場出動へシ

フトしているが、病院間搬送とオーバートリア
ージの問題をきちんと協議しておかないと非常
に動きが悪くなる。
その他、構内のグランドへ着陸した際に砂塵

の問題で地域住民から苦情があり、パイロット
から芝生のある所が望ましいとの意見をいただ
いている。
また、全国に配置された場合の境界線につい

ては、日医で検討いただきたい。

【長崎県医師会】

実績を報告すると12月で18件、1月は、15日
現在で12件とこれまで30件の搬送例がある。
また、高速道路への着陸については認可が下り
ていないが早急に折衝したい。
長崎県では離島が多く、ヘリを要請する過程

が曖昧であるが、説明会では県行政が柔軟に対
応するとの回答を得ている。また、隣県に関し
ても対応できるよう努めるとの回答を得ている

（7）地域における救急医療の取り組みについ

て（熊本県）

熊本県医師会より標記の件について説明があ
った。
熊本県では、平成13年に92の救急告示医療

機関があったが、5年後には78機関に減少して
いる。減少した医療機関は全て会員の施設で、
減少した理由として、①大学からの若い医師の
引き上げ、②救急車での搬送が公的医療機関に
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偏っているの2点があげられる。対策として何
かあればお伺いしたい。

【佐賀県医師会】

救急救命士が増えており、患者をどこに運ん
だら良いか把握している。

【大分県医師会】

一番問題なのは、専門志向が増えていること
である。大分県では、一次救急医療機関から、
二次救急医療機関が見て欲しいとの意見が出る
等、患者も医療提供側も昔の一次救急の感覚が
変わってきている。

【日医石井常任理事のコメント】

解決策はないが、事象としては、昔の一次、
二次、三次という予算で地域の救急医療体制を
整備したという概念は政府にもない。患者の意
向で自分の行きたい医療機関を選ぶようになっ
ている。よって、コンビニ救急の問題、医療提
供体制とのマッチングが取れていない等の問題
が出てくる。
そうすると、救急の理想数の再配度というの

は、再配置、場合によっては集約化あるいは別
の形をいろいろ考えなければならない。
宮城県仙台市のある休日夜間診療所では、小

手術ができる体制を市内2箇所に設置し、財団
化している。そこでは一年間で黒字になり、市
役所へ返金している状況である。
現場そのものが変わりつつあり、それに合わ

せる方向は幾つかあるかと思われるので、救急
委員会で検討しながら問い合わせには答えられ
るようにしたい。

2．次期医療計画
（8）次期地域医療計画の見直しについて

（福岡県）

（9）地域医療計画の見直しと医療費適正化

計画との関係について（大分県）

標記2題については、一括して協議が行われた。
地域医療計画については、なかなか中央から

情報がなく、県行政に聞いても全く上からの情

報がないとのことである。各県の状況をお伺い
したい。

〈各県進捗状況〉

長　崎：昨年度、医療機能調査を行い、同
医療計画を策定した。また、各疾
患毎の医療提供体制も作成した。
今後はそれらの具体化に照準を絞
って検討する。

熊　本：同じ土俵で検討できるように4つの
検討会を設置した。細かな進捗状
況は未だ分かってない。

鹿児島：県民の意識調査及び医療機関の機
能調査を実施している。
また、地域ケア整備構想等、国の指
針通りにはいかないのではないか。

佐　賀：医療機能調査を1～2月に実施。県
主導でやりたがるが、医師会でブレ
ーキをかけ、会員に苦情が出ないよ
うにしている。救急医療ネットワー
クと連動させて行っていく。主な疾
病事業は委員会の中で、来年4月ま
でに間に合うように、現在の救急医
療ネットワークを会員並びに県民に
分かりやすくインターネットに載せ
る。会員から不安感を抱かれている
ため、地区医師会で十分に議論し
て県医師会で協議している。また、
行政と医師会が歩調をあわせて行
っている。

宮　崎：様々な事情で遅れている。基礎的な
調査も今からで、行政もあせってい
る。何とか国の指針に則って仕上げ
ていきたい。

沖　縄：本県では県医師会の担当理事が保
健医療計画策定委員会の委員長を
務めている。今後、アンケート調査
を元に策定を行っていく。

大　分：問題点として、①会内的な取り組
み、②会外的な取り組みがあげられ
る。医療審議会や医療費適正協議
会等へ医師会がどのように参加して
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いるか。何が問題視されているか。
それらについて、アンケートを行っ
たら如何か。出来れば、一つにまと
めて各県に提示した方が良いので
は。また、日医への要望として、
「医療費の問題」、「地域での在院日
数等、細かいデータを入手する方
法」、「保険者協議会へのオブザーバ
ーでの参加は直接的な意見は言え
ない。方法として知事を使ってでき
るか。」お伺いしたい。

【日医内田常任理事のコメント】

都道府県別の在院日数のデータはあるが地域
別でのデータはない。
保険者協議会への参加については、基本的に

は、メンバーの同意があればよいとの事であ
る。ただし、最終的な権限は知事にある。

（10）7対1看護の届出状況及び医師会立看

護学校の進路状況について（佐賀県）

標記の件については、資料を参照いただくこ
とで了解され、1月17日に提示された「看護職
員の需給に関する調査－2006年10月調査－速
報版」を基に、日本医師会内田常任理事より、
次のとおり概ね、調査結果で得られた課題につ
いての説明があった。
本調査は、中医協で発表したものであり、日

医から調査結果を提示している。
調査対象は、全国3,185病院に対する抽出調

査及び看護学校養成所全数調査とした。
回答率は、病院2,091（回答率65.7％）、看護

学校養成所1,014（回答率77.4％）であった。
調査結果から得られた課題として、以下のと

おり述べられた。
①看護配置基準の引き上げは、段階的に行うよ
うに方向修正すべきである（激変緩和）
○ここ1年半の間に、急激な基準引き上げが
予定されている。
○看護配置基準達成のため、一般病床2万床
以上の閉鎖も検討されている。
○病棟・病床を閉鎖しても、今後1年半の間

に看護職員約7万人の増員が必要である
が、近年の就業者数増加分は、病院以外も
含めた全てで年約3万人である。
○都市部の病院からの求人が増えており、給
与面で国公立病院に水をあけられている民
間中小病院では、経営が成り立たない。

②早急に准看護師養成策を見直すべきである
○看護師・准看護師不足の背景の一つは、准
看護師課程卒業者数が激減していることに
もある。
○病院は看護配置基準の引き揚げのため、診
療所の准看護師もターゲットにしかねな
い。地域の診療所で深刻な准看護師不足が
起きる。

（11）地域・職域連携推進協議会の設置につ

いて（鹿児島県）

標記協議会の設置状況については、各県既に設
置済み、あるいは今年度の設置を予定している。

（12）糖尿病対策推進会議の設置について

（熊本県）

標記会議の設置状況については、各県既に設
置済みである。
活動状況として、市民公開講座の開催や研修

会、講習会等が行われている。

（13）医療連携体制推進事業の進捗状況につ

いて（佐賀県）

標記事業の進捗状況については、基本的に各
県とも国が示した4疾病5事業について、今後
検討されるものとしている。

【日医内田常任理事よりコメント】

国が基本指針を策定し、それに則って行って
いくことになる。ますます医師会の役割が大き
くなっていく。
日医としては、地域の医療資源を的確に把握

するために調査し、情報提供を行っていくつも
りである。
あくまで、医療費抑制にもっていくのではなく適

切な医療提供体制を築いていくことが目的である。
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（14）医療機能情報の公表について（宮崎県）

標記の件について、提案県（宮崎県）より、
国の示した公開項目が本当に必要なのか疑わし
いものまで含まれている。ある程度の情報公開
は必要だが、厚労省のみでなく、医療サイド、
医師会サイドで自主的に作成したものを公表し
てはいかがか、日医の見解を伺いたいとの説明
があった。

【日医内田常任理事よりコメント】

東京、北海道が実際に医療機能情報の公表を
行っているので、それに基づいた項目があげら
れている。項目の変更については、今からでも
変更可能であるので、日医の立場から修正を依
頼する。

（15）終末期医療について（佐賀県）

佐賀県医師会では、7月に委員会を立ち上げ、
佐賀県における地域性を考慮した終末期医療対
応ガイドラインについて、検討を続けている。
国や日医において考え方が示される前に理論を
整えておく必要があり、何らかの方向性を示せ
ればと考えているとの説明があった。
本件については、佐賀県医師会のガイドライ

ン（案）をもって進めていくこととした。
なお、ご意見や情報等があれば、佐賀県医師

会へ連絡することとなった。

印象記

副会長　玉城　信光

いつもながら福岡を除いて九州各地へは揺れるJRの中での旅である。車酔いをしながら大分に
到着である。大分全日空ホテルで下記の膨大な議題を玉井理事と二人で議題提出と協議を行なっ
てきた。
1．大規模災害、自然災害時の連絡体制の整備に関して、玉井理事の議題提出であった。
2．九州・山口各県の災害時医療救援支援体制の整備についてもこれまで協議が行なわれている
が、行政との関係もあり早急に期限をきめて確立したほうが良いであろうとのことである。
3．災害医療シミュレーションキット・エマルゴトレーニングシステムを導入して活用した長崎県
からの話題提供があったが、沖縄県では那覇空港災害救援の演習を毎年行なっているので、沖
縄が先行していると思った。
4．小児救急の問題に関して私が議題提出した。鹿児島方式では一次救急を一般輪番制で担当し2
次基幹病院に転送するようにしてうまくいっているが、そのために逆に救急の患者さんが多く
なり、小児科医の疲弊状態を招いているとのことである。準夜帯の救急受診者の解消が行政上
げての問題である。
5．周産期医療ネットワークの構築状況についての報告があった。宮崎県では周産期医療に関し
て、これまでの取り組みのおかげで周産期死亡率が全国でも最低を記録しているので、これ以
上の集約化は必要ないと答申したら、宮崎県は周産期医療に関して何もしない県であるとテレ
ビ報道になったといわれた。沖縄県でも周産期医療に関しては県立病院などを中心に確立され
ているので、これ以上の集約化の議論は起きないであろう。各県の産婦人科標榜の医療機関で
実際にお産を扱っている医療機関の調査があった。沖縄の出生率の高さを反映してか沖縄の産
婦人科医は80.6％がお産を扱っているのである。
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印象記

理事　玉井　修

大規模災害や自然災害時に於ける九州山口各県の協力支援体制に関して、特にその初動時におけ
る連絡体制が各県によってバラバラであります。ダメージを受けたライフライン、基地局そのものが
被害を受けた場合の連絡体制、特に回線が混雑した場合には通常の携帯電話回線はほとんど使い物
にならなくなるという事はこれまでの自然災害時に既に明らかとなっている事であります。
緊急事態において、医療救護活動を円滑に、効率的かつ安全に行うためには連絡網の整備と各

地区医師会との申し合わせは非常に大切になってくるものと思われます。携帯電話回線の災害時
優先回線の利用、メールの活用、防災無線の使用など様々な方法が考えられますが、それぞれに
利点と欠点があるように思われます。維持費、災害時に於ける信頼性、使いやすさなどを総合的
に考えて最も適した通信手段を今後検討していきたいと思います。
今回の会議において福岡県医師会から説明のあったメール配信サービスを利用する方法は一度

に多くの情報を伝達でき、効率的に思われる反面、操作性に関してやや疑問が残りました。長崎
県医師会より説明のあった防災無線の利用は確実かつ双方向性が期待できる反面、維持費が高い
のが難点の様でした。緊急情報の手段も重要ですが、この情報を医師会側だけでやりとりするの
ではなく県や市町村との共有をどのように成し遂げていくかも大きな課題です。
いずれにしてもまだ切り札的な方法があるわけではなく、各県で手探りをしている段階のよう
です。各県の取り組みや問題点などを今後アンケートという形で収集することを確認しました。

長崎（62/79:78.4％）熊本（44/84:52.4％）福岡（101/199:50.8％）鹿児島（52/86:60.5％）
佐賀（報告なし）宮崎（45/75:64％）沖縄（75/93:80.6％）大分（40/62:64.5％）

6．ドクターヘリの運行に関しては長崎や福岡が先行している。沖縄県でも真剣に討論されなけ
ればいけないであろう。
7．救急医療の取り組みも沖縄県は充実していると思うが、医師の疲弊や離島の医師確保など問
題は山積している。
8．次期医療計画については各県とも医師会が積極的にかかわる必要があるとの認識で一致した。
9．7対1看護の届出状況と医師会立看護学校の進路状況について
10．地域・職域連携推進協議会の設置について
11．糖尿病対策推進会議の設置について
12．医療連携体制推進事業の進捗状況について
13．医療機能情報の公表について
14．終末期医療について佐賀県では日医のガイドラインが出来る前に独自にガイドライン作りを
しており、まもなく完成するとのことであった。出来上がったら各県に配布して欲しいとの要
望があった。
盛りだくさんの内容で2時間以内に収まりきれないが、多くの課題に対して日医での政策が必

要な部分もあり、出席した日医の理事から積極的に取り組んでいく旨の発言があった。
各地区医師会にあっても九医連に要望があればどしどしあげて欲しいと思う。大分の九医連の

担当もあと1回である。
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議　　題
1．診療報酬関連
診療報酬改定に対する要望取り纏めの前倒し

開催について（沖縄県）

【提案主旨】
例年九州医師会連合会として診療報酬改定に

対する要望を取り纏めているが、取り纏めに時

間を要し提出した時期は中医協での検討半ばに

なってしまった。

このような状況では、日医の方針決定にどれ

だけ反映されているか甚だ疑問である。

従って、平成20年度改定にむけて要望の取

り纏めを前倒しして開始し、早期に要望を提出

することで日医の方針決定に反映させたいと考

える。

各県の意見を伺いたい。

【補足説明】

平成17年度の九医連は本県が担当し、医療

保険対策協議会において平成18年度診療報酬

改定に対する要望書を取り纏め提出したが、中

央では既に診療報酬改定作業が進んでおり、提

出した要望書が実際に検討されたかどうかが疑

問であるともに空しさを感じた。

次回、平成20年度診療報酬改定に向けて、

要望書の取り纏めを早期から行い、日医の方針

決定に反映させたい（沖縄県）

【各県の回答状況】

※貴見のとおり。同意・・・7県（全県）
長崎県…改定から9ケ月、現場で不合理、要望

が揃っている。
福岡県…毎回6月の開催の医療保険対策協議会

の開催時期の変更（検討）

2．高齢者医療対策協議会打合会

副 会 長 小渡　　敬
常任理事 大山　朝賢
理　　事 今山　裕康

会場風景
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佐賀県…協議会を前倒しして開催し、早期に日
医へ要望を。

宮崎県…診療報酬改定前年度8月頃までに、日
医の要望を取りまとめる必要がある。

【主な追加発言】

①中央では6月頃に大枠がほぼ決まっているお
り、あとはパズルのようにその隙間を埋めて
いく作業である。本ブロックでの取り纏め作
業は3月頃から開始し、6月には要望書を提
出することでどうだろうか。また九医連から
日医に対し、中医協へ早めに要望を出すよう
に促してはどうか。これまでと同様な過ちを
繰り返してはならない（鹿児島県）
②今回の療養病床やリハビリ等の問題について
は直前にならないと分からず、早い段階で要
望書に取り入れることは不可能であったと思
われる。改定については様々な問題が発生す
ることが考えられ、要望書を取り纏めるタイ
ミングは大切であると考える（福岡県）

【座長・大分県新森先生】

早期に要望書を取り纏め、日医へ要請を行う
件については各県とも一致している。平成20年
の診療報酬改定に向けて、要望書取り纏めは早
期に行うことにし、その時期については平成19
年度の担当県である長崎県へ一任したい。

2．その他
個別指導における投薬、処置、理学療法等に

ついて（長崎県）

【提案主旨】

最近、個別指導の際に診療記事のない日の処
方、処置、理学療法が無診察診療と解釈され返
還を要求されるようになった。
従来、暗黙の了解として認められていた事で

あるが、九州各県の状況を伺いたい。

【各県の回答状況】

鹿児島県・佐賀県・宮崎県・大分県…そのよう
な理由での返還は求められていない。

福岡県…程度によって自主点検の上、返還が求
められる。

沖縄県…カルテに記載がなければ返還になる。
（但し処置伝票、理学療法の記録でも可）
カルテの記載が医師法、療担規則で義
務付けられている（記載について厳し
く指導される）

大分県…個別指導で記載について指摘、指導を
受けている

熊本県…医師の対面診療のない場合には、算定
できないとされている。個別指導で記
載の要件を満たしていなければ、自主
点検・自主返還

大分県…診療内容の記載は請求の根拠であり、
必要事項を記載することが基本。

福岡県…日常より集団指導で保険診療の基本に
ついて、会員へ指導することが重要。

熊本県…会員に常に広報誌か講演会を通して、
レセプトの記載や整備について注意を
喚起している。

沖縄県…医療情報開示の視点でカルテの開示は
不可欠であり、必要最小限はカルテの
記載が必要。それが医療に対する不信
感を払拭する。会員にはカルテの記載
を徹底したい。

【主な追加発言】

①カルテに診療内容が書かれていなければ自主
返還となる。
今回社会保険庁が解体される事に伴い、九

州地区は九州厚生局が管轄に当たると考えら
れるが、今後、全国で厚労省の考え方どおり
画一化されないか危機感がある。
②本県でも同様に個別指導の際に診療内容の記
載のないものは無診察診療として指摘される
が、すぐに返還ではなく、当該医療機関に対
して一年後に改善されたかどうかを確認する
ための個別指導を行ない、改善されていれば
ペナルティーなし、改善無しだと返還という
「再指導スタイル」を取っている（佐賀県）
③本県では、診察を受けていないにも関わらず



2007沖縄医報 Vol.43  No.3
報　　告

－32（222）－

診察料金が含まれているとして、患者さんか
らの領収書に関する情報提供が個別指導に繋
がっており、1ヶ月の個別指導総件数の大半
がそれにあたる。
また、保険診療に求められる・望まれる記

載方法に関する研修会が少ないように思われ
るため、本県では試みとして毎回の個別指導
における指摘事項を会報に掲載しているほ
か、過去5年分の個別指導内容をまとめ会員
へ情報提供し啓発を図っている。
今後の試みとして、審査は各担当官で差があ

ると思われるが、診療録の記載方法・モデル・
マニュアル等について検討したい（熊本県）
④本県でも熊本県同様、記載方法についてモデ
ルを作り、パンフレットにして講習会の際に
会員へ配布している（鹿児島県）

【座長・大分県新森先生】

診療内容の記載は診療報酬請求の根拠であ
り、必要事項を記載することが基本である。
記載のない診療報酬請求はなく、今後、この

ようなことが続けば、医師の信用に関わる問題
になるので、会員へ対する指導は大切であり、
継続していただきたい。

○第3回日医介護保険委員会報告（日医介護保
険委員会副委員長嶋田丞）
大分県 嶋田副会長より、平成18年11月2日

（木）日本医師会で開催された標記委員会につ
いて資料に基づき報告が行われた。
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3．高齢者医療対策協議会

副 会 長 小渡　　敬
常任理事 大山　朝賢
理　　事 今山　裕康

挨拶
竹嶋日本医師会副会長より、概ね次のとおり

挨拶があった。
高齢者医療制度については、医療全体にとっ

ても、また国民にとっても大きな問題であり、
日医でも喫緊にプロジェクトを立ち上げ対応し
ていかなければならないと考えている。本日の
協議内容を持ち帰り日医でも検討させていただ
きたい。活発なご議論をお願いしたい。

協議
1．高齢者医療制度について
（1）後期高齢者医療制度について

（熊本県）
本件に関しては、運営主体として都道府県単

位で広域連合を設立し、平成20年4月からの実
施に向けた具体的な検討がなされている。
本制度の実施に伴い、後期高齢者は介護保険

料と併せて、新たな保険料負担が年金から天引
きされることとなる。また、今まで保険料徴収の
対象ではなかった健保の被扶養者も対象となり、
押しなべて多大な負担を強要することとなる。
本県においても、保険料の設定について検討

されている段階であるが、県民に対する十分な
説明と意見の集約から検討することも必要であ
ろう。地域の特色が色濃く反映されるため、あ
まりに高い設定とならないよう県医師会がしっ
かり関与し、県行政あるいは広域連合に対し意
見を述べていくことが重要であると考える。
各県のご意見をお伺いしたい。

会場風景
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また、本制度において、介護保険制度に倣い
給付額の上限が定められるようなことがあれ
ば、医療の制限、抑制に繋がり必要な医療を受
けることができない状況にもなりかねない。
このことについて、日医の見解、現在の状況

をお伺いしたい。

（2）後期高齢者医療制度の創設につい
て（福岡県）
社会保障審議会の特別部会では「後期高齢者

医療制度」について、外来、入院や在宅医療、
医療と介護の連携、また終末期医療等について
検討されているが、「病院の領域」から「地域
コミニュティー」へ、「治す医療」から「生活
を支える医療」へ等が伝えられている。
「必要かつ適切な医療の確保を前提とし、そ

の心身の特性等にふさわしい診療報酬体系の策
定」や「保険料の基準は、その負担が過度にな
らないよう十分な配慮」を示した先の通常国会
の「附帯決議」の精神に沿って、「かかりつけ
医の普及」、「在宅療養支援診療所を中心とした
在宅医療の推進や包括化によらない配慮ある診
療報酬体系」などについて、日医は積極的な問
題提言と後顧の憂いのない、心優しい制度構築
に向けた努力を期待し、要望するものである。
日医の見解と各県のご意見をお伺いしたい。

上記の2題については関連している為、一括協
議を行った。

【補足説明】

現在、熊本県では、行政の窓口と郡市医師会
の先生方との情報交換として後期高齢者制度を
めぐるプロジェクトチームを立ち上げ、都道府
県の広域連合が保険者になることから行政との
話し合いの場を作って活動中である（熊本県）

後期高齢者制度について大きく分けると制度
の問題と診療報酬の問題に分かれると思う。質
問では付帯決議（4）（5）で記載されている
「患者さんの負担にならない制度」となるよう

に政策を考えていただきたいとして、制度につ
いて取り上げた。
診療報酬の問題に関しては、国保中央会から

「かかりつけ医を大切にする」という内容の案
が出されている。日医はかかりつけ医について
「一般の開業医の先生が患者さんを診て、そし
てそれを病院に送るというシステムを考えてい
る」と記者会見で発表しているが、これは皆保
険制度の「いつでもどこでも誰でも」というよ
うなフリーアクセスが削られることになり、大
きな問題ではないかと考える。また、もし診療
所だけが初診可能となると、日本では中小病院
が多いが、この辺のアクセスがどうなるのかと
いうことも大きな問題となる。日医はこの件に
ついて十分にご検討していただき、最初のアク
セスが診療所だけになるのか、中小病院につい
てはどうなるのか等、もう少し細かくご説明い
ただきたい。
最後に、福岡県では広域連合の規約、また人

員についても決まっておらず、まだこれからと
いう段階である（福岡県）

【各県の回答状況】

※高齢者の医療は「病院の領域から地域コミュ
ニティへ、治す医療から生活を支える医療
へ」が検討されている。
※附帯決議の精神に沿って、「かかりつけ医」
を普及し、在宅療養支援診療所を中心とした
在宅医療の推進を図る。
※国の施策は在宅医療であり、医療の中心を医
療機関から在宅へ移した医療費削減である。
しかし、地域においては基盤整備がされてな
く、療養病床再編の問題の解決、高齢者家族
の経済的、身体的な負担の増大などがあり、
直ぐには国民に受け入れられない。医療機能
も診療報酬引き下げで低下しており、将来的
には介護保険との一本化も懸念される。
※保険料について
保険料は介護保険と同じように年金からの天
引きでは強制的な徴収であり、高齢者の生活
を脅かす。高齢者の保険料負担の増加に対し
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て十分な説明、意見の集約を図り検討する必
要がある。
※給付について
医療の制限、抑制により必要な医療は受けら
れなくなるので、包括によらない診療報酬体
制を。
※医師会は高齢者の側に立ち、高齢者医療制度
に関わり、県行政、広域連合へ意見を述べて
いく。都道府県に中医協と同様の機能を持つ
協議会の設置が考えられるので、県医師会は
積極的に働きかけるべき。

【日医・竹嶋副会長】

福岡県からの質問に対して、かかりつけ医に
ついては「診療所」ということであったが、日
医では中小病院の先生方についても頭に入って
いる。元々「かかりつけ医」については日医で
はまだ定義しておらず、学術推進会議の一つの
大きなテーマとして諮問中である。また地域医
療対策委員会においても「かかりつけ医機能」
について検討をしている段階である。

2．在宅医療関係
（3）地域での自立支援（在宅医療を含
む）体制の構築について（熊本県）
これからの高齢者中心の医療・介護の在り方

について、医療保険・介護保険の方針で在宅医
療・在宅介護を中心に自立支援が推進されよう
としている。
しかし、地域における支援体制は構築されて

おらず在宅医療サービス・介護サービスにおけ
る医師及び医師会の役割も充分ではない。
今後の地域支援体制の整備が急がれる状態と

思われる。

（4）施設入所者に対する今後の医療提
供について（福岡県）
現在、介護施設等のあり方に関する委員会に

おいて老健、特養の役割や機能を全面的に見直
すことを含めて将来像が検討されている。
特にこれら施設入所者に対する医療サービス

の適用範囲や、医師・看護師の配置基準の見直
しが重要課題となっている。
従来、これら施設における医療提供について

は多くの制約が課せられていた。今後、療養病
床より、医療度の高い入所者を受け入れるには
問題が多い。
これら介護施設入所者にも必要かつ十分な医

療サービスが提供できる仕組みを具体的に日医
より提案する必要があると考える。
各県のご意見並びに日医の見解をお伺いしたい。

（5）在宅重介護者に対する医療体制の
整備やその介護者の介護疲れ軽減の
ための取り組みについて（宮崎県）
2006年7月1日に施行された療養病床慢性期

入院基本料の改定及び2012年に予定されてい
る介護療養型医療施設の廃止に伴い、医療区分
1に分類される患者さんを中心に退院を迫られ、
在宅療養を余儀なくされるケースが多数発生す
るものと予想される。
厚労省では、これらの方々の受入先として老

健施設、特定施設及び在宅等を予定している
が、現状では医療的管理が十分とはいえない状
況である。特に、重介護者の入所を受け入れて
いる特定施設などでは夜間の診療や入院受け入
れなど、協力医療機関との連携が十分機能して
いるとはいえない。まして、在宅療養者であれ
ばなおさらのことである。
さらに、在宅介護の場合は介護者自身に対す

る心身両面での健康管理が重要な課題になると
思われる。
各県の現状及び対応についてお伺いしたい。

（6）認知症治療の中核的医療機関の整
備について（宮崎県）
これからの高齢者問題の大きな課題のひとつ

として、「認知症の予防、治療、介護」があげ
られる。
しかし、残念ながら当県ではその役割を担

い、かつ一般医療機関を支援できるような中核
医療機関の整備は不十分と思われる。
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認知症の早期発見、専門的治療と介護、住民
の啓蒙活動や支えあう組織作り等を積極的に展
開するような体制作りに各県医師会としてどの
ような取り組みがなされているのか、現状をお
伺いしたい。

（3）（4）（5）（6）は一括協議

【各県回答】

各県ともに、介護療養病床に入院されている
患者の多くは重度の要介護者となっていること
から、現在の老人保健施設や在宅サービスにお
ける医療提供体制や人員配置等では受け入れは
難しいと考えるとの意見であった。よって早急
に、かかりつけ医が継続して医療を提供できる
仕組みを作ることが先決であるとされ、その為
には地域医師会が中心となった各種介護サービ
ス事業所等との連携システムが必要であること
が示された。
また、認知症の予防、治療、介護にかかる課

題については、長崎県、福岡県、鹿児島県、熊
本県の4県において、県の委託を受け「認知症
サポート医養成事業」が実施されていると報告
され、佐賀県では認知症患者の早期発見、早期
治療を目的とした医療機関のネットワークとし
て「もの忘れネットワーク」が設置され、認知
症の対応が可能な医療機関のリスト作成等が行
われていると報告された。

【日医コメント】

天本宏日本医師会常任理事より、「今後、当
協議会のように医療と介護が一緒になって話し
合うスタンスが非常に重要となる。」と述べら
れた後、療養病床再編に係る老健施設や在宅サ
ービスにおける医療提供体制等についてコメン
トがあった。
天本常任理事は、「これからは施設という概念

が、病院も含め箱で決まるということから個別
サービスという形で利用者に必要な医療、介護、
生活支援を提供するという方向に動きつつあり、
住宅整備と施設整備がミックスした形で進もう

としている。」と今後の施設の方向性について述
べ、具体的な施設機能については現在検討が行
われているところであるが「これまで老健施設
がもっていた機能は継続していかなければなら
ない。これは老健協会並びに行政側も一致した
意見である。しかし、介護療養病床が廃止され
ると、療養病床に入院されている患者の8割が
要介護度4、5を占めており、このような重介護
者をサポートする機能を老健施設に新たにもた
さなければならない。この2つの機能がこれか
らの地域ケア体制整備に必要なものである。」と
施設機能の再構築の必要性が示された。

【追加発言】

鹿児島県より、介護療養型病床は地域の実情
によっては残す必要があるということを我々は
主張すべきであると追加発言があった。

【日医コメント】

天本常任理事より、「地域ケア整備構想は国
ではなく各都道府県で策定されるため、各都道
府県において主張していただきたい。このよう
な意見は市町村や都道府県からも出されてい
る、ただし制度上の法律は通っているという事
実もある。」と意見された。

3．地域ケア関連
（7）地域ケア整備構想について

（鹿児島県）
療養病床の再編は、介護保険事業計画のほか

に、都道府県の医療計画、医療費適正化計画と
も摺り合わせて行う必要があることから、国は
07年3月に地域ケア構想指針を策定し、各都道
府県が07年の夏から秋にかけて、地域ケア構想
を策定し、中長期的な地域ケア体制と、療養病
床の転換計画を年度別・圏域別に定めることに
なっている。
本県では、現在、県が療養病床のアンケート

調査を実施中（ほぼ9割以上回収済）であり、
来月には検討準備会、その後、検討委員会を立
ち上げていく予定である。
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本整備構想は、療養病床の再編のいわば要に
なるものであり、慎重かつ、入念な検討が望ま
れる。
ついては、各県における検討委員会の構成メ

ンバーや、策定の進捗状況と日本医師会の考え
を伺いたい。

（8）療養病床の再編に伴う地域ケア整
備構想における医師会の取り組み

（熊本県）
医療施設における病床数とその体制は非常に重
要なことであるが、今回の療養病床の再編には現
実とかなりかけ離れた計画のように思われる。
我々の医師会はこれからの高齢者医療の中で

の病床のあり方について正確なことを把握して
いく必要があると思われる。

（9）地域療養支援病床の新設を要望
（大分県）

療養病床再編に見られるように、施設から在
宅への流れが作られ、患者分類でも医療区分1
の対象者は居宅での療養を迫られている。地域
が居宅と位置付けられ、地域の在宅療養者の大
幅な増加が予想されるが、現状は受け皿の整備
は考慮されてなく多くの医療難民、介護難民が
生まれる。
在宅では肺炎等の急性期の対応、終末期の看

取りにも対応できる環境は整備されていない事
から、地域での療養を継続する為には、これを
支援する病床が必要となっている。それには地
域療養支援診療所の病床や、既存の療養病床を
活用し、地域医療を支援する機能を持つ「地域
療養支援病床」の新設を要望したい。
各県のご意見、日医の見解をお伺いしたい。

（10）療養病床再編にかかる療養病床
の動向について（佐賀県）
厚生労働省は、療養病床38万床（医療療養
25万床、介護療養13万床）を、平成23年度末
までに15万床まで削減する方針である。
佐賀県における、平成18年4月1日から10月

末日までの療養病床の動向は【表1】のとおり
となっており、病床転換後の内訳は【表2】と
なっている。
各県における、療養病床の動向についてお伺

いしたい。

（7）（8）（9）（10）は一括協議

【各県回答】

地域ケア整備構想を策定する委員会について
は、長崎県、熊本県、鹿児島県、宮崎県、沖縄
県の5県においては、ある程度具体的に委員構
成が定まっており、今後会がもたれる予定であ
ることが報告された。（本県では、既設の「高
齢者福祉計画策定委員会」を活用することが予
定されている。）
また、各都道府県では「地域ケア整備構想」

を踏まえ、「介護保険事業支援計画」、「医療計
画」、「医療費適正化計画」が策定されることに
なっていることから、各県ともに地域ケア整備
構想の策定に対し医師会として積極的に意見し
ていくべきとの考えが示された。
大分県より提案された「地域療養支援病床の

新設」については、各県ともに概ね在宅医療を
継続する為に利用者を一時的に入院させる病床
として“地域療養支援病床”の創設は検討する
必要があるとの見解であったが、福岡県より、
「療養病床再編後の15万床で本当に医療提供が
必要な患者をカバーできるのか療養病床のあり
方を見直すことが先決ではないか」との認識が
示された。
療養病床再編にかかる療養病床の動向につい

ては、県によってデータ不足があり8県中6県
の共通データで概算が行われた結果、一般病床
は2.8％増加し、療養病床は6.4％減少している
ことが分かった。特に医療療養病床の減少が顕
著であり、かなりの部分が一般病床へ転換して
いることが推測された。

【追加発言】

現在、熊本県と北九州市が“地域ケア整備構
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想モデル団体”として先進的な取り組みを行っ
ていることから、熊本県、福岡県よりそれぞれ
報告があった。

熊本県

熊本県では、行政、県医師会、地域医師会等
とで構成する熊本県地域ケア整備構想モデルプ
ラン検討会議が発足されている。オブザーバー
として厚生労働省地域ケア整備に関する研究
班、厚生労働省老健局地域ケア・療養病床転換
推進室より参加していただいている。
地域ケア整備構想の策定については、各県と

同様に療養病床アンケート調査を実施した。2
月後半に全国のモデル事業の調査結果を公表す
ることになっている。平成19年12月頃までに
熊本県の地域ケア整備構想（仮称）を出すよう
になっている。
アンケート調査結果から、療養病床に入院さ

れている患者について、医療区分1が半数を占
めており、ADL区分の2が40％近くを占めてい
る。また介護療養病床の74％を要介護4、5が
占めているということが分かった。
療養病床再編後の転換先については、医療療

養病床の86％が医療療養病床に留まる、1％が
ケアハウスに転換する、12％が未定と答えてお
り、介護療養病床については、8.7％が介護療
養病床として留まる、12.6％が老健に転換す
る、14％が医療用病床に転換する、残り半数が
未定と答えていた。
今後、このような調査結果を踏まえてモデル

プランを策定していきたい。

北九州市

北九州市では、北九州市地域ケア整備構想モ
デルプランの案が出ている。医師会の意見が十
分反映させる部分は多くはない。一番注目する
のが療養病床転換についてである。医療療養病
床については、74.7％が医療療養病床に留まる、
2.1％が老健施設に転換すると答えており、介護
については、15.5％が医療療養病床に転換する、
20％が一般病床に転換する、36.3％が老健に転

換すると答えている。このような現場の実態を
認識していただくということが重要である。

【日医コメント】

天本常任理事より、地域ケア整備構想に係る
具体的な内容については、「来る3月15日（木）
日本医師会館において都道府県医師会介護保険
担当理事連絡協議会を開催し、地域ケア整備構
想について各モデル地域からご報告いただくこ
とになっている。また地域ケア整備構想の指針
を作成した方や厚労省にも話をしていただく。
是非ご出席いただきご議論いただきたい。」と
述べられ、また、「地域ケア整備構想において
は、都道府県内における地域差が顕著であり一
律にできない。各地区の医師会の要望をお集め
いただき、各地域で必要なサービスをきちっと
主張していただきたい。」と医師会の対応の必
要性が示された。
老健施設への転換が少ないことについては、

「老健施設の今後の機能や人員配置基準が見え
ないので手を挙げられていないと考える。いざ
老健をやろうとした時に枠がないと言われない
よう注意する必要がある。」と意見された。

【追加発言】

15万床という数が表に出てしまって、15万
床に削減しなければならないという雰囲気があ
る。そこを医師会として打破していただき、現
場で必要な数はもっと多いということを日医に
力を出していただきたい。（福岡県）

【日医コメント】

15万床は根拠のない数字である。また2月に
は中医協でも区分の妥当性について検討する。
15万床というのは厚労省の希望数字、これを都
道府県で割り振る必要は全くない。都道府県毎
に主張をきちっと述べていただきたい。

【追加発言】

厚労省は療養病床を減らしたいのではなく、
病床全体を減らしたいのではないか、実際に療
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養病床を23万床減らすのは不可能である。（熊
本県）

【日医コメント】

療養病床の再編というのは一般病床も含まれ
ている。

以下、大分県が作成した「まとめ」より抜粋。

平成18年7月からの療養病床再編によって、
医療機関は存続のため仕方なく、かなりの療養
病床を一般病床に転換している。療養病床は、
長期の療養を要する患者の安全弁の役割を果た
してきたが、このままでは、安全弁を失うと共
に、単価の高い一般病床増加のため医療費の削
減もできず、さらなるより厳しい削減策が実行
されるにすぎない。
「地域ケア整備構想」は、転換先の準備も全

くないまま行われる療養病床廃止・削減を正当
化、妥当化するための方策として考えられたも
のであり、療養病床再編に対して見直し要求が
全国から出され、中医協で検討されている段階
で、積極的に関与するのは厚労省の案を医師会
が推進することになり、問題が極めて大きい。
現段階では、いざという時のために、資料を集
め、医師会内での検討・準備に止めておくべき
と考える。しかし、九州では、熊本県、北九州
市が「地域ケア整備構想モデル団体」になって
おり、地域ケア整備構想モデルプラン検討会で
両医師会に主導権を握ってもらうためには、ま
た、都道府県が「地域ケア整備構想」を踏まえ
て「介護保険事業支援計画」、「医療計画」、「医
療費適正化計画」を策定することになってお
り、無視もできない。
それでも、まずやるべきことは、今回の療養

病床再編が国民を不幸にすることになると考え
るのであれば、現場からデータを示して、見直
しを強力に要求することである。それでも叶わ
ないときのために、十分練った「地域療養支援
病床」等の案を即座に提出することができるよ
うに準備しておく必要もある。そのためには、

今後も、各県が知恵を出し合うための十分な議
論が必要である。

4．診療報酬関連
（11）在宅療養支援診療所の訪問診療
～在宅時医学総合管理料の算定につ
いて（熊本県）
高齢者医療では「かかりつけ医」と共に、在

宅医療の中心的役割を担う「在宅療養支援診療
所（在支援診療所）」機能の充実が期待されて
いる。
熊本県でも約200の医療機関が「在支援診療

所」の施設基準を取得して在宅医療を行ってい
るが、その診療所が行う訪問診療で「在宅時医
学総合管理料（在医総管）」の算定を巡って少
なからず混乱が起こっている。
社会保険事務局は、「在支援診療所」であっ

ても「在医総管」1の「イ」又は「ロ」の算定
は、症状が不安定で医学管理を要するもの、又
は症状は比較的安定しているものの、病態の急
変が予想される者で頻回の訪問診療を必要とす
る患者を対象とすることが求められ、それ以外
は「往診及び訪問看護により24時間対応体制」
を確保し患者にその旨の文書を交付しても、
「在医総管」2の「イ」又は「ロ」に査定されて
いる。
「「在支援診療所」の主治医が、当該患者以

外の患者に対し・・・・・「在医総管」2を算
定する」（点数表の解釈）は「24時間対応体制」
を取る、取らないに拘わらず、同一の診療報酬
となる不合理な体系であり、「その体制」を取
っておれば患者の病態像に関係なく「在医総
管」1が算定出来ると主張する意見もある。
日医の見解と各県の状況及びその対応ついて

お伺いしたい。

【補足説明】

在宅支援診療所の絶対的な要件は24時間連
携体制ということであるが、在宅時医学総合管
理料「2」について、24時間連携体制の必要は
ないということであれば、点数表の解釈には記
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載しなくてもよいのではないか（熊本県）

【各県の回答状況】

※特に問題なく、青本の要件を満たせば可能。
（7県）
福岡県…医師が患者の状態で判断できる。日医、

社会保険事務局とも申し合わせ済み。
宮崎県…在宅時医学総合管理料の算定基準が厳

しく、在宅療養支援診療所は少ない。
沖縄県…対象患者は“居宅において療養を行っ

ている患者で、通院困難な者”である。
「1」か「2」の解釈は文書を提供し

ているか、いないかの差と解釈
【主な追加発言】

①審査会と社会保険事務局では話が異なるし、
まずは審査会委員の先生方が査定しているので
審査会に話を通さなくてはいけないのではない
か。特にリハビリの問題でも脳卒中の後、6ヶ
月後でもリハビリが出来る・出来ないで意見が
異なり、最終的には審査会が認めるか認めない
かの問題であると思われるので、まずは審査会
との関係についても原因があるのではないかと
思われる（福岡県）

【日医・天本常任理事】

在宅時医学総合管理料の算定については都道
府県ごとに差はあるが、概ね青本どおりである
と思われるが、一度持ち帰らせていただいて検
討したい。しかし、このような文章はどこにで
もあると考える。
また都道府県医師会と審査会との関係につい

ては、各都道府県医師会から審査会に審査委員
として出ていると思うので、先ほどのリハビリ
の問題に関しても全国がそうであったとして
も、地域のリハビリ専門委員の意見を確認して
いただきたい。

（12）有床診療所の入院基本料（一
般・療養）の設定について（長崎県）
急激な高齢化社会を迎える中、医療費削減を

目的とした病床削減が行われ、その対応のため

介護施設整備を推進するとしているが、高齢者
の増加に比例し介護施設では対応できない、医
療が必要な高齢者も当然増加していくものと考
えられる。
一方、これまで地域に密着した入院施設とし

て地域医療に大きな役割を果たしてきた有床診
療所は、一般病床、療養病床とも入院基本料の
設定が極端に低い点数に抑えられていることか
ら次々と無床診療所へ変更せざるを得ない状況
にある。
このままでは、高齢者が入院医療を必要とし

ても近隣に入院医療機関が存在しない、長期の
入院待ちという事態が現実に起こりえると考え
られる。
国は有床診療所の役割をもう一度再認識し、

存続可能な入院基本料の点数設定となるよう早
急に対応する必要があると考える。
九州各県及び日医の考えと今後の対応を伺い

たい。

【各県の回答状況】

※貴見の通り（7県）
熊本県…特に入院施設の未整備な山間、郡部で

有床診の果たす役割は大きい。
熊本県…日医は存続可能な診療報酬体系の設定

と、地域密着の有床診の活用を関係各
機関に要望してもらいたい。

鹿児島県…無床化する診療所が増えている。そ
れぞれの役割分担を再検討し、存続可
能な点数設定を望む

沖縄県…有床診の果たした役割は大きいのに、入
院基本料は大きく減額した。看護要員
の配置、医療安全、院内感染、褥瘡対
策まで診療所に求められ負担は大きい
診療所は在宅医療の中心的役割を担

うが、改定はそのような制度設計にな
っていない。果たすべき役割の十分な
議論を

大分県…医療・介護難民が生まれ、重症化した在
宅患者の受け皿はない。住民の身近で地
域医療・介護に重要な役割を担う有床
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診の入院機能は、地域医療の支援病床
として重要。長期の療養に対応する必要
があり、入院基本料の評価が必要。

【主な追加発言】

①7：1の看護師確保問題のしわ寄せがここに
出てきている。
患者側に立った「手厚い看護」は医療の理

念であるが、看護師を確保する為には大病院
と同等な採用条件を出さなければならなくな
っている。
人件費の問題から診療報酬の引き上げを提

案できるのではないか（鹿児島県）
②日医、厚労省のスタンスがそれぞれに異な
る。全ての保険点数改正は病院中心に行われ
そこで決まったことを有床診療所に準用され
ていると思われる。
また殆どの病院は人口の多い都心部にある

が、有床診療所は全国津々浦々、医師一人で
看護師を抱えてやっている。日本の医療の原
点である。もう少し有床診療所の方に重きを
置いた考え方を日医、厚労省にも持ってもら
いたい（長崎県）
③一般病床とは言うが大都会の大病院と地域の田
舎の一般病床とでは意味が異なる。地域性にあ
った点数配分をしていただきたい（佐賀県）

【大分県・新森先生】

有床診療所は地域に根ざしたものであり、それ
ぞれの地域性により点数配分を行うべきである。
また近い将来、療養病床廃止に伴う療養難民

の受け皿になるのは有床診療所ではないかとい
うことで、今のような低い点数では到底やって
行けない。実際、本県でも療養病床を出たが、
在宅では診れないという患者さんを有床診療所
が犠牲となって診ている状況となっている。是
非、入院基本料を引上げていただくよう強く要
請したい。

【日医・竹嶋副会長】

日医としては極めて重大に考えている。昨年
4月に執行部に就いた際にプロジェクトを有床

診療所に関する検討委員会に昇格させ、そのな
かで検討中である。おそらく3月中には中間報
告が出せると思う。基本的には長崎県、佐賀県
の先生方がおっしゃったとおりである。大都会
と地域の医療のあり方についてもっと触れるべ
きであり、持ち帰って検討したい。

（13）訪問看護及び訪問リハビリテー
ションは医療保険で統一を（大分県）
訪問看護及び訪問リハビリテーション（以下

訪問看護等）は医療保険、介護保険の両者から
提供されており、一般には介護保険が優先して
算定することになっている。
現在、療養病床の再編や患者分類の医療区分

により在宅療養者や、終末期を地域の居宅で迎
える高齢者は少しずつ増加している。
在宅療養も医療と介護に分け、生活支援に対

しては介護サービスで対応し、医療については
終末期まで含めた適切な医療を協調しつつ提供
する必要がある。
在宅医療に伴う訪問看護等は医療とは切り離

せない状況にあるのに、現在は特別な場合を除
いてケアプランの制限を受けている。現場では
かかりつけ医と看護が同時に提供されているこ
とから、訪問看護等はすべて医療保険で提供さ
れるのが効率的であり、患者にとっても質の高
い安心できる医療を受けることができる。
各県のご意見、日医の見解をお伺いしたい。

【各県の回答状況】

※貴見のとおり。（7県）
長崎県…看護・リハビリは医療サービスの中で

重要。
福岡県…医療と介護と制度にまたがり、同じも

のが存在すること自体に疑問。
福岡県…訪看を必要とする利用者は、少なから

ず医療の必要性がある視点に立てば医
療保険単独で。

鹿児島県…現在の基本枠とする制度では在宅医
療の推進は困難、訪問看護等は医療保
険とすべき。
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佐賀県…介護サービスとの連携を十分に確保し
た上で、医療保険で統一を。

沖縄県…地域で必要とされる医療、提供される
医療には地域特性がある。全国一律で
考えることは無理。この状況でかかり
つけ医がすべての在宅医療を担うのは
不可能で、各制度を複合的に活用する
必要あり。

※自立支援法で対象が増える。リハビリテーシ
ョンの問題も解決できないか。

【主な追加発言】

①医療保険、介護保険に分かれたのは政治的な
部分等いろんな要素が大きく、必ずしも医療
の現場と一致しないのが現実である。現場と
しては、医療と一番関連のある訪問看護がケ
アマネジャーとの関わりなしに出来るような
スッキリしたシステムが必要であり、これは
統一しかないと思うので、是非一緒にしてい
ただきたい（福岡県）

（14）診療報酬改定に対する要望取り
纏めの前倒し開催について（沖縄県）

◆事前に開催された「高齢者医療対策協議会打合
会」において協議済み。（本誌30ページ参照）

（15）介護サービス情報の公表制度に
ついて（長崎県）
平成18年4月1日改定の介護保険法に規定さ

れた「介護サービス情報の公表」については、
第1回各種協議会においても議題を提出したが、
各県とも調査等が開始されていると思われるこ
とから再び提出させて頂いた。
聞くところによると既に公表制度の対象とな

っている、全国老人保健施設協議会から本制度
に対して異議が唱えられているとのことであり、
調査等が進み、また対象サービスが増加するに
伴いその声は更に大きくなるものと考えられる。
本制度による調査、公表を行ってもサービス

利用者、各事業所とも有用性があるとは思われ
ないことから、本制度に要する費用が無駄にな

る恐れが大きいと感じており、今後廃止に向け
て強く働きかける必要があると考える。
九州各県及び日医の考えを伺いたい。

【各県回答】

福岡県、鹿児島県、宮崎県の3県より、介護
サービス情報の公表制度について、その理念に
は賛成できるとした意見が示されたが、各県の
統一的な見解としては、その調査のあり方、費
用負担等、運営方法に問題があるとされた。ま
た、当制度が医療へ波及することの懸念もある
ことから、今後医師会としての対応を明確にし
ておく必要性について意見がまとめられた。

【日医コメント】

天本常任理事より、介護サービス情報の公表
制度について、「当制度の趣旨は、一つは利用
者にサービスの内容を選択する際の有効な手段
とすること。もう一つの趣旨は営利企業に対す
る抑制効果となっている。医療への波及につい
ては今のところ全く無いが、いろんな意味で情
報公開が行われていく。特に加算においてきち
っと提示しなければならない。介護サービス情
報の公表制度に係る費用については来年度見直
しすることになっている。調査員の質の問題に
ついては、これは監査ではないという認識を受
ける方も行う方ももってもらいたい。」とコメ
ントがあった。

（16）個別指導における投薬、処置、
理学療法等について（長崎県）

◆事前に開催された「高齢者医療対策協議会打合
会」において協議済み。（本誌30ページ参照）

（17）在宅療養支援診療所ついて
（宮崎県）

今回の改正で設けられ指定希望医療機関の募
集があったが、届出た医療機関数は地域により
差がある。宮崎県では届出た78医療機関の半数
が都市部に集中しており、都市部以外では少な
く全域のカバーが出来ない。届出の少ない地域
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では従来の診療・往診で対応されており特別な
不都合は無い。全国的にも相当な地域格差がみ
られる。届出をしない理由としては、患者宅が
遠すぎる、思い通りの診療が出来ない、患者の
経済的負担が増える、24時間対応が不可能等々
が挙げられる。このように指定された条件が厳
しいこともあるが、そもそも同一の診療行為で
届出の有無のみで診療報酬に差をつけるのは如
何なものか？指定条件を厳しく設定し、申請し
難くしておいて指定医療機関数が少なければ、
国の推し進めている在宅医療の充実ができるの
か？国としては本当に在宅医療を進めていく意
志があるのか？日医のご意見をお伺いしたい。

【日医・天本常任理事】

在宅支援診療所は約9千程度まで増えてきて
いるが、実質稼動しているかどうかは分からな
い。先ほどの協議の中にもあったが、いろいろ
な社会支援の有効活用、急性増悪した際の病院
との対応、24時間・365日においてのグループ
診療的な対応、それから専門医、例えば皮膚
科・歯科等いろいろな形の連携をすることが重
要になってくる。しかしながらまだ様々な課題
があり、その費用の配分をどうするか、リハビ
リとの関係、在宅支援診療所を有効活用するた
めに、各地区医師会において在宅支援診療所を
支援するシステム作りというものがこれからの
段階であると思う。それからもう一つ危惧して
いるのは在宅療養のみをしている診療所が少し
ずつ出てきているが、その中には企業が運営し
ている診療所もあり、医師会に加入していない
のが目に付いている。そのような診療所といろ
んな意味で各地区医師会が連携し、地域内完結
が可能かどうか。先ほどもあったように、医師
会立の病院がある場合はそのバックボーンがあ
る為、連携を取り易いということになる。各地
区医師会はこの辺のシステム作りについて、今
回公表した「在宅療養に関する指針」の基本ラ
インをズレないような形で取り組んでいただき
たい。またもう一つの問題は在宅支援診療所と
企業同士が自己完結的な形で対応していること

についても危惧をしている。そのようなことで
も各地区医師会においては在宅支援診療所の支
援体制についてご労力していただきたい。
様々な課題があると思うが、日医の介護保険

委員会或いは地域医療委員会へあげていただき
たい。今後の問題として在宅支援診療所をもっ
と普及できるものにしないといけないと日医で
は考えている。

【熊本県・米満先生（介護保険委員会委員）】

アンケート調査結果によると、医師会立病院
を持っている地区医師会は病診連携が活発で土
壌がしっかり出来ているので、今回の在宅支援
診療所の立ち上げにおいてもかなり積極的にネ
ットワーク作りを行っている状況である。その
ような機関を持っていないところについてはど
のように連携をとるのか。中心的な公立病院が
あるところはそれを活用することも可能である
が、そのような病院も全くない地域については
難しい状況である。

【座長・大分県嶋田先生】

介護保険委員会でも在宅支援診療所について
は地域の療養を担う中核的な役割を持っている
と考えているので、是非とも皆様方も地域医療
を重視する方向で取り組んでいただきたい。

（18）リハビリ制限について（宮崎県）
4月の改正でリハビリ日数の制限が設けられ

た。予想された通りに「リハビリ難民」が多数
出現している。［効果が明白で無いまま続けさ
せるのを防ぐ］としているが、症状改善のみで
は無く悪化させない現状維持もリハビリの目的
の一つと考えられる。リハビリを中止すること
により、現状維持はおろか悪化した例も多数報
告されている。効果があれば特例として認める
との一項はあっても、現時点ではクリアすべき
ハードルが高すぎて、中断せざるを得ない場合
が殆どである。要望事項として、日医は、国に
対してリハビリの日数制限を無くすか緩和させ
るよう強く働きかけていただきたい。
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【日医・天本常任理事】

医療保険と介護保険の継続性、あるいは一貫
性というものが十分ではないということから、
介護保険でもっと継続性を良くする為にどのよ
うな不備があるのかということを現在老健局と
リハビリ協会・リハビリ学会、日医も一緒にな
って検討している段階である。訪問看護ステー
ションにおいて積極的にリハビリを行った場合
でも、ある数に達すると訪問看護の点数が下が
る等、いろんな矛盾がある。これからは病棟の
中で行うのではなく、地域の中で生活に結びつ
く地域リハという考えがあるが、これを介護保
険で行うことが良いのかということについては
これから議論し、高齢者医療制度の中で訪問看
護を含め、医療という中身について、どこまで
を医療保険とするのか、どこから介護保険とす
るのか等について先生方の意見を参考にしなが
ら検討していきたいと考える。

【日医・竹嶋副会長】

日数については非常に大事なことだと思う。
昨年6月の医療制度関連法、健保の一部改正の
中で非常に重要な問題として取り組んだのは、
先程から何度も申し上げているが、療養病床の
再編問題、看護師の7：1問題、それからこの
リハビリテーションの日数制限問題についてで
ある。一昨年の7月にある専門団体が厚生労働
省と個別に折衝し、それから8月までの1ヶ月
ちょっとの間に残り3つの団体が個別折衝を行
ったが、そこに日医が何も関与することが出来
ず、そのまま決まってしまったということが判
明した。日医の対応の根本的な問題であると思
う。今後、中医協の中では療養病床の再編問
題、看護師の7：1問題に焦点を絞って、アン
ケート調査を行い、検討する予定である。更に
先程述べた4つの団体にもヒアリングを行う予
定である。

【主な追加発言】

①日本整形外科学会では、運動器リハビリテー
ションの150日制限のために中止せざるを得

なかった医療機関と患者さんのアンケート調
査を実施中である。その結果を踏まえ、日整
会では日医にもそのエビデンスをお知らせし
て、今後何かとお願いすることが出てくると
思うのでよろしくお願いしたい（鹿児島県）

（19）レセプトオンライン化について
（福岡県）

本件に関しては、9月30日開催の第1回医療保
険対策協議会においても熊本県と本県より提案
の上、各県のご意見と日医の見解をお伺いした。
日医より、「時代の流れとして、これを止め

ることはできない。しかし、薬理作用による適
用外投与等の問題を整理する必要がある」との
見解をいただいた。
これについては、本県としても止むを得ない

部分があるとの認識を持っている。
しかし、全医療機関にオンライン化を義務付

けるのは、余りにも性急すぎる感が否めず、国
や保険者が、医療費適正化と謳い「医療給付費
の削減」のためだけにデータを管理し利用する
ことは避けなければならない。
平成20年4月から段階的に導入が進められる

ため、医師会として具体的に対応を検討し、会
員医療機関に対して情報を提供する時期に来て
いる。
支払い側だけではなく、医療提供側、そして

何より患者さんにとって本当の意味でメリット
がある形で導入が進められるべきである。
本件に関し、あらためて日医の見解とこれか

らの対応についてお伺いしたい。

【日医・竹嶋副会長】

平成17年12月1日に出された医療制度改革大
綱の中でレセプトIT化の推進として「平成18
年から23年にかけて全てオンライン化して提出
する」ことになっている。その翌日、前執行部
は日医としても適正なIT化については賛成し促
進すべきであると考えるが、レセプトオンライ
ン化については提案事項の中にもあるようない
くつかの問題がある為、現時点での義務化は時
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期尚早であるとコメントを出している。平成18
年4月10日に厚労省から今後の予定が示され、
それに対して日医では6月13日の衆議院厚生労
働委員会で厚生労働議員を通じて「レセプトオ
ンライン化については目標年度に完全実施を確
実にするよう努めるとともに個別の診療内容を
示した領収書の発行を努める」として、努力規
定とするよう発言をお願いした経緯がある。そ
の後平成18年10月には日医の見解として、「IT
化の実現に向けて我々としては努力する」とい
う建前で発表した。またIT化されることによっ
て保険者側は様々な情報収集を行うはずであ
る。日医ではオルカを開発し、私共なりにデー
タの収集・分析を行っている状況である。この
ように日医は政策で決まったことについては実
現出来るよう努力をするが、そこに何らかの条
件、要素をつけて対応していることについてご
理解いただきたい。

【主な追加発言】

最近、支払基金或いは国保連合会から、もう
すぐ義務化されるので急いで準備するようパン
フレットの配布や講演会が開催されているよう
である。会員から「どうしたらよいか」との質
問を受けるが、どのように対応したらよいか。
日医からはっきりとしたメッセージを出してい
ただきたい（熊本県）

【日医・竹嶋副会長】

まだIT化に向けてハード・ソフトが充分でな
く、手書きの方が何かと柔軟な対応が出来て便
利な為、すぐに変更することは出来ないと言っ
ている。各都道府県においての状況はそれぞれ
異なると思うが、熊本県と同様に支払基金、国
保連合会からの何らかの依頼があると思う。先
程も申し上げたが、政策実現の為に「努める」
という姿勢でやっていくが、その中で条件整備
を行っている状況である。会員へはそのように
ご説明いただき、何かあれば日医へご連絡いた
だきたい。

（20）社会保険庁の解体に伴う、地方
社会保険事務局の厚生局への移行に
ついて（福岡県）
これまで、保険診療に関する取扱いや医療機

関に対する個別指導、集団指導の実施など各県
ごとに社会保険事務局と県医師会とが協議を行
い、地域の特性に応じた対応が図られてきた。
しかし、2008年を目途に社会保険庁が解体

され、九州各県の社会保険事務局も九州ブロッ
クとして、九州厚生局1ヶ所に統合される予定
である。
これにより各県医師会と行政との連携に支障

が生じ、今後、全国統一で厚労省の方針が一方
的に優先される恐れがある。
日医の見解をお伺いしたい。

【日医・竹嶋副会長】

社会保険事務局の解体に伴い、厚生局に移行
することは既に決まっている。年金事業の改正
で行われるはずであったが、現在は廃案となっ
ている為、修正して別の新しい法案が出される
と思われるが、いつ頃国会に出されるのかにつ
いては私共も把握していない。この件について
は議員等を通じて情報収集したいと考えてい
る。現在の決定状況・今後の予定については、
地域社会保険事務局は廃止され、事務が厚生局
に移行されることはハッキリしている。厚生局
はブロックで1つとなっているので九州ブロッ
クは九州厚生局のあるところに設置されること
になっている。また地方社会医療協議会もブロ
ック毎になる。事務処理はブロック一箇所では
到底不可能な為、従来どおり各県とも何らかの
事務所が設置されると思われる。各県とも行政
との連携に支障が出てくるかもしれない。今後
は全国統一的に厚生労働省の方針が一方的に優
先されると考えられ、日医としては当然このこ
とに対しては対応していきたいと考えている。

【総評　日医・竹嶋副会長】

いろいろな問題が現場で起きている。このよ
うなものを受けて日医では各都道府県・各ブロ
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ックのご意見を出来るだけ収集したい。現在日
医では、療養病床問題、7：1の看護師確保問
題等を検討する際、保険医療担当理事、介護保
険担当理事、地域医療担当理事の3名の先生方
と事務局、そして日医総研が入り、常に一緒の
場で検討し、データを作ろうと取り組んでい
る。診療報酬改定の影響については4～7月の

間に先生方に急遽アンケートを取らさせていた
だき、しっかりとした資料をいただくことが出
来た。また引続き8月には療養病床の影響につ
いて同様にアンケートを行い、データを収集す
ることが出来た。これまでのご協力に感謝申し
上げ、今後も引き続き日医の取組みいついてご
理解いただけるようお願い申し上げる。

印象記

副会長　小渡　敬

平成18年度第2回各種協議会が平成19年1月20日に大分全日空ホテルで開催され、高齢者医療
対策協議会という形で介護保険と医療保険が合同で行われた。今回は、各県の担当理事および日
医の担当理事の先生方が参加し会議が行われたが、人数がかなりの数となったため広い会場で大
会議となってしまった。そのため、各議題を充分に議論する時間がとれず報告会形式になってし
まい、各理事ともいささか不完全燃焼であったような印象を受けた。
協議事項としては、①高齢者医療制度について、②在宅医療関連、③地域ケア関連、④診療報

酬関連、⑤日医への意見、⑥その他等々の協議議題で各県から20項目の質問事項が提出されてい
た。協議の場にはマスコミが入るため、沖縄県が提出した「診療報酬改定に対する要望取り纏め
の前倒し開催について」と、長崎県提出の「個別指導における投薬、処置、理学療法等について」
の2題は、事前に協議がなされた。診療報酬改定に対する要望については、従来秋頃に提出され
ていたが、その時期には中医協での議論がある程度煮詰まっているので、我々の要望が充分反映
されないと考えられるため、今後は出来るだけ早く4月頃までには取り纏める方向で決まった。
協議の中で重要な項目は、来年4月から動き出す後期高齢者の医療制度の創設、在宅医療と地

域での高齢者の自立支援体制の構築（在宅療養支援診療所について）等が、今後重要になってく
ると思われる。これらの項目についての詳細は、本文を一読して頂きたい。
日医からは、現在問題になっている7対1看護について、中医協で日医の竹嶋副会長が中心とな

り、現状のままでは地方では看護師不足が深刻化し、中小病院では看護師の確保が困難となり地
域医療体制が崩壊する危機にあることを強く訴え、中医協から厚労大臣に建議を提出したことが
報告された。この建議はめったに出されることはなく最近では十年程前に提出されただけである。
その意味でも看護の7対1問題の重大さを知ることができる。
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印象記

理事　今山　裕康

今回、初の試みとして、医療保険対策協議会と介護保険対策協議会が合同で高齢者医療対策協
議会として開催された。
当県としては、診療報酬改定に対する要望とりまとめの前倒し開催を提案したところ、満場一

致で合意された。早速、地区医師会へ要望を募り、沖縄県としての要望を取りまとめたいと考え
ている。
また、高齢者医療、特に介護医療にまたがる諸問題を、合同で協議出来たことは、非常に有意

義であった。特に、医療、介護、福祉を合わせた供給体制をどうしていくかについて、問題点が
少し見えてきたような気がした。
沖縄県は、県全体が島嶼県であり、在宅医療に対する依存度は大きいと考えられるが、医療機

関同士および各サービスの連携が充分とはいいきれず、これからの課題と考えられた。
今後は、次期診療報酬改定、ならびに次期医療供給制度の基礎となる「地域ケア構想」、地域医
療計画等の議論に積極的に参加していきたい。
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1．はじめに

第103回沖縄県医師会医学会総会にあたり会
頭としてご挨拶を申し上げます。
今回は、本学会においてこの様な機会を与え

られ、誠に光栄に存じます。この学会は県医師
会主催による全科的な学会で103回も続いてい
る伝統ある学会であります。各領域の先生方が
一堂に会して臨床研究の発表をし議論すること
は、県内医療全体のレベルアップにつながり、
私ども開業臨床医にとって卒後研修の機会でも
あります。

2．開業医と学会

さて私は昭和52年3月に小児科を開業して29
年になります。開業する際に2つの課題をもち
ました。1つは日常診療と同時に予防医学的活
動を積極的におこなう、2つめは毎日の外来診
療を学問的体系に基づくものにしたいことでし
た。第1の課題は、私の勤務していた当時の県
立中部病院小児科は実に多忙であり、少ないス
タッフで一次から二次、三次救急外来もこなし
ました。したがって、開業して1.5次までの小
児医療を分担すると同時に、予防医学的活動に
より病気になる子どもを減らしたい思いがあり
ました。第2に開業したら勉強もしない学会に
も出なくなるということがない様にしたいと思
いました。現在ではEBMの考えが浸透してお
り、小児科でも外来小児科学として体系づけら

れ、学会も開催されています。開業すると臨床
研究や学会発表をしなくなることが多いのは事
実です。さらに、学会への出席も少なくなりが
ちです。自己研鑽として学術書や文献を読み、
最新の医学的知識を取り入れつつ外来診療をこ
なし、患者に信頼される医療を実践していれば
よいとの考えもあるでしょう。しかし学会参加
や臨床研究の発表をすることには、それとは異
なる別の意義がある様に思います。学会へ出席
し何か新しいこと、分からなかったことの1つ
にでも出会えば、それは大きな収穫であり日常
診療のStep upにつながる動機付けになります。
臨床研究のテーマは日常診療の中にこそあり、
ありふれた症例の積み重ね、普通の経過と異な
る症例、治療に難渋した症例など、誰でも経験
することであります。さらに長い年月にわたる
追跡や社会環境との関連を直接間接に把握しや
すい立場にあるなど、開業医でなければできな
いことが多々あります。この様な臨床医の有利
な条件を生かして熱心な多くの研究がなされ、
今後とも本学会で発表されることを望むもので
あります。

3．少子高齢化社会における子どもの問題

少子化傾向が続くわが国で、平成17年はじ
めて人口が減少に転じ、合計特殊出生率は1.25
で過去最低を記録しました。一方65歳以上の
老齢人口の比率は全人口の20.7％に達し、高齢

第103回沖縄県医師会医学会総会

会頭挨拶

第103回沖縄県医師会医学会総会会頭　知念　正雄
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化社会はどんどん進行しています。小児科医と
しては、もはや産めよ増やせよの問題ではな
く、産むことができなくなった時代と考えま
す。高齢化社会を支えていく若い世代の減少
は、国の存亡に関わる重大な問題であるにもか
かわらず国の施策がいつも後追いの形でなさ
れ、一時しのぎのものに思えてなりません。沖
縄県でも昭和49年以来ずっと続いている全国
一高い出生率は年々低下傾向にあり、老齢人口
も増加しています。しかも長寿県を誇っていた
のもつかの間に、今では全国一肥満県になり男
性の寿命は年々短くなっています。長寿県を取
り戻すべく、医師会と県が一緒になって県民の
生活習慣の是正を求めて啓発活動をおこなって
いますが、その根は深く長い年月にわたるチャ
レンジとなるでしょう。一方小児科医はこの少
子化時代に生まれた子ども達の健康を守り、す
こやかな成長を支援するために、小児のアドボ
カシー的活動を展開しています。新生児期の母
乳哺育の推進、予防接種の積極的勧奨、事故防
止の啓発、小児虐待防止の対策、禁煙運動への
参画、各種ITメディアからの過剰な影響を抑制
する対策、早寝早起き朝ご飯などの基本的生活
習慣の確立、等々小児科医に課せられた課題は
多いのです。少子化時代の小児科医は家庭にお
ける子どもを育てることの楽しさ、誇らしさの
持てるような密度の濃い親子関係を取り戻すた
めの行動をおこしつつあります。

4．小児科医不足と小児救急医療体制について

最後に本学会のテーマである小児救急医療に

ついてひとことふれます。最近小児科医・産科
医の不足、小児救急体制の不備などが指摘され
ています。国もそれに呼応して、平成17年12
月に厚労省、総務省、文科省の3省4局長名で
各都道府県知事宛に、小児科、産科における医
療資源の集約化・重点化の推進について、平成
18年度までに具体策をとりまとめ、平成20年
度までに医療計画の中にその具体策を記載する
よう求めています。その目的の1つに小児の時
間外診療が、365日24時間を通して提供される
様なシステムが各都道府県に構築されることが
含まれます。小児の時間外診療の90％が軽症
患者であることを考えますと、小児救急医療に
おける小児科開業医への期待は大きく、私共の
意識変革が求められることになるでしょう。
本日は特別講演に熊本市医師会熊本地域医療

センター小児科部長後藤善隆先生をお招きして
「小児救急医療の現状と対策」を拝聴し、さら
にシンポジウム「小児救急医療について」が行
われることになっております。これを機会に本
県における小児救急医療のより良い姿が提示さ
れることを期待します。後藤善隆先生、座長お
よび各シンポジストの先生方よろしくお願いい
たします。

5．謝辞

おわりに本学会の会頭をご指名くださいまし
た県医師会会長宮城信雄先生、医学会会長比嘉
實先生、および会員の皆様に深く感謝申し上げ
ます。

「発言席」のコーナー 
　会員の皆さまの御意見、主張を掲載いたします。

奮ってご投稿下さい。 
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去る12月9日（土）・10日（日）の両日、標
記総会が開催されたので、その概要について、
下記のとおり報告する。

［1日目：12月9日（土）］

パシフィックホテル沖縄にて開催された。

特別講演では、熊本県医師会 熊本地域医療

センター 小児科部長 後藤善隆 先生より、「熊

本市の小児救急医療―医師会（員）主導の「熊

本方式」を中心に」をテーマに、これまで小児
（救急）医療がたどって来た「小児医療崩壊の
危機への道」が、産科をはじめとして、外科系
診療科などのいくつかの診療科に及んできて、
医師不足＝病院勤務医不足、地域間格差、診療
科間格差を生み、「医療崩壊＝医業崩壊」の危
機が迫ってきていると懸念されていることなど
を背景として、医師会（員）＝開業医主導で行
っている熊本市の小児救急医療の現状を紹介し
ていただき、開業医、勤務医、大学医師を越え
た「地区医師会活動としての小児救急医療」と
いう観点から、ご講演いただいた。
後藤先生は、熊本県における小児初期救急

は、深夜を含むフルタイム体制で熊本市医師
会・熊本地域医療センター医師会病院と熊本赤
十字病院の2ヶ所で行われていると説明した。
どちらも小児救急拠点病院として、県・国から
の補助を受け、2次救急のバックアップ体制を

特別講演・シンポジウム・一般講演・ミニレクチャー

シンポジウム

特別講演講師　後藤善隆先生



2007沖縄医報 Vol.43  No.3
報　　告

－52（242）－

敷いており、少子化にもかかわらず受診者数は
減ることはなく、広域化を反映して近隣市町村
からの患児が漸増し、初期救急の約4分の1が
市外の患児であるため、うまく運営されている
とされている医師会病院の「熊本方式」も常
時、体制崩壊の危機にあるのが実情であり、さ
まざまな要因に重なっての病院勤務医の「立ち
去り」や開業志向には歯止めがかからず、病院
小児科勤務医、大学小児科医の減少は救急に限
らず、地域の小児医療レベルの維持に深刻な影
響を及ぼしつつある。そんな中、「小児医療崩
壊」をなんとか防ごうとして、小児科学会、小
児科医会、医師会などが協議して、自治体主導
の地域医療策定計画に盛り込まれようとしてい
る病院小児科を再編しての地域小児（救急）医
療の集約化・重点化（連携強化病院構想など）
構想があるが、一点突破の全面解決にはならな
いと思われるため、今後、地域医療に対する情
況、社会風潮、政策が良い方向へ変化してくれ
ることを期待しつつ、医療側から、受療者＝国
民に現状を理解していただき協働していく必要
があるとし、その役割を担える唯一の機関であ
る医師会は率先して活動していくことが、より
一層求められるであろう。と述べられた。

引き続き、行われたシンポジウムでは、各シン
ポジストより、下記のとおりご講演いただいた。

県福祉保健部保健衛生統括監 仲宗根 正 先生

には、行政の立場から講演していただいた。

沖縄県における夜間救急の患者の大半が小児
であり、その多くが軽症の患者である小児救急
医療では初期救急医療が大きな役割を有する
が、現状では救急病院が初期救急も担っている
ため、スタッフの負担が大きくなっていると述
べ、小児科と産科の集約化・重点化を目指す国
の方針を説明し、「限られた医療資源で適切に
小児医療を継続するため、保護者との情報共有
も必要」強調した。
また、今後の対応としては、今年度に設置し

た医師確保対策検討委員会における中間報告を
更に検討および調査を行い、平成19年2月には
最終報告を行う予定であり、新たな医療計画の
策定として、年度内に医療計画策定のための基
礎資料としての医療機能調査の実施、調査結果
とりまとめをし、19年の夏頃には、医療機能調
査結果（厚労省の公表）沖縄県保健医療協議会
による医療計画の見直し作業、20年4月には、
新たな医療計画制度の実施を予定していると報
告された。

那覇市立病院 小児科部長 屋良朝雄先生に
は、県内で最も多くの小児救急医療を担ってい
る立場から発言いただいた。
那覇市立病院で行っている24時間小児救急

医療システムは現在の医師数ではほころびやす
く、将来的には、「地域小児科センター」のよ
うな集約された病院として、安定した人員の確
保が必要であり、一層の琉大小児科のバックア
ップ、小児科開業医の応援、小児科後期研修医

シンポジスト　仲宗根正先生

シンポジスト　屋良朝雄先生
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の育成そしてそれらに補正予算を確保していた
だきたいと話された。さらに、県立南部医療セ
ンター・こども医療センターとの住み分け、開
業医との緊密な連携、育児休暇中（後）の女性
医師が気軽に参加できる小児救急医療現場の提
供、患者への啓蒙活動などまだまだ多くの難題
を抱えていると述べた。

県立南部医療センター・こども医療センター

小児循環器科部長 我那覇 仁 先生には、県立南
部医療センター・こども医療センターは、沖縄
県の小児医療、研究医教育の中心的役割を担う
高度医療機関として今年4月に開院したが、社
会のニーズにまだ十分な対応ができていないこ
とも事実であるとし、こどもの救急疾患のすべ
てを診ることは県立病院としての責務であり、
今後、スタッフの充実と研修医の増員により、
重症度の高い救急疾患の完結型の医療機関とし
てはもちろんのこと、1～3次救急医療体制と
全県的視野に立った小児高度医療の提供を目標
にし、車の両輪のごとく作用しながら発達する
ことが大切であると述べた。

本会副会長 玉城信光先生には、沖縄県医師
会の代表として意見を述べていただいた。
小児科医の負担軽減策として、「乳児と小児

を分け、小児科医はより小さな子だけ診てはど
うか」と提案し、医師の数が少ないから出来な
いということでは解決にならないため、現状で
出来ること、疲弊しないで出来ること、県民へ

の理解を深めながら県民運動として取り上げて
いくための「地域の連携体制づくり」の着手を
提唱された。

西町クリニック 院長 真栄田 篤彦 先生には、
民間開業医の立場から発言していただいた。
かかりつけ医としての機能を出来るだけ果た

すべく、時間以外の夜間でも、携帯電話で連絡
をとり、できるだけ自分で対応しているが、出
張中での連絡があった際には、患者の症状によ
っては救急病院への受診を勧めていると述べ、
沖縄県内での小児科救急の現状は公的医療機関
の果たす役割が大きいと説明した。また、共働
きの家族が多いという沖縄県の特徴から、時間
外での小児科医を受診するケース、日曜・祝日
に受診するケースも多く、いわゆる小児の救急
外来のコンビニ化という批判もあると述べ、
「小児救急問題の背景には、育児不安の増大や
保護者の看護能力の低下の問題もある。社会全

シンポジスト　我那覇仁先生

シンポジスト　玉城信光先生

シンポジスト　真栄田篤彦先生
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体で若い親を支援することも必要だ。」と呼び
かけた。

［2日目：12月10日（日）］

2日目は、沖縄県立浦添看護学校にて開催さ
れ、ミニレクチャーではお二人の先生にご講演
いただいた。

嶺井第二病院 院長 豊永一隆先生より、「頭

痛」と題して、頭痛診療において重要なのは問
診であると述べ、頭痛の多くは一次性の頭痛で
あるが、そのうちでも治療可能な片頭痛の診断
は未だ十分にはなされているとはいえないた
め、頻度は少ないが危険な頭痛と疑われる場合
には、速やかに検査が出来る施設に紹介する必
要があると話され、危険とされる頭痛や片頭
痛・緊張型頭痛の診断と治療方法についてレク
チャーされた。

また、琉球大学医学部耳鼻咽喉・頭頸部外科
教授 鈴木幹男先生より、「危険な‘めまい’、

専門医の治療が必要な‘めまい’の見分け方」

と題して、危険なめまい、専門医の治療が必要
なめまいについて概説していただき、今般、
MRIをはじめとする画像診断が発達してきたこ
とにより、MRIで異常がなければ心配ありませ
んという患者さんへの説明をする医師が多くな
ってきているが、めまい疾患を取り扱う際に
は、改めて問診と診察が重要であるということ
を強調された。

また、ポスター提示による発表・討論として
の一般演題は、170題あり、当日の参加者は
362名と大盛会であった。

一般講演（ポスター発表・討論）会場風景

ミニレクチャー講師　鈴木幹男先生

ミニレクチャー講師　豊永一隆先生
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印象記

広報委員　野原　薫

第103回沖縄県医師会医学会総会が平成18年12月9日（土）、10日（日）の両日にパシフィック
ホテル沖縄及び県立浦添看護学校で開催されました。今回の会頭は知念小児科医院々長の知念正
雄先生、特別講演及びシンポジウムのテーマが小児救急医療ということで、小児科医の私が印象
記の担当となりました。医学会総会の詳細は沖縄医学会雑誌第45巻第3号及び事務局からの報告
をご参照していただき、ここでは印象深かったことを中心に報告いたします。

特別講演は熊本市医師会熊本地域医療センター小児科部長の後藤義隆先生で、熊本市の小児救
急医療についてご講演いただきました。後藤先生は冒頭から、インフルエンザ脳症の患児の対応
を巡り、医療側からは治療が適切であったのに対し、保護者から言い掛かりのような被害者意識
で数ヶ月間も脅され、担当の看護師や事務職員が数名退職、後藤先生自信も体調不良に陥ったい
う経験を通し、このようなことが小児救急医療のみならず多くの医療の問題点なのではないかと
指摘しています。（保護者は最近、反省し、謝りにきたそうです。）即ち、現在の社会における医
師・患者関係の崩壊により、多くの医療関係者が去り、まず小児科医や産婦人科医不足に及んだ、
ということではないでしょうか。全く同感で、最近の世相は医療に対して感謝の気持ちがないど
ころか、夜間救急医療もコンビニ同様で、更に医療を不信の目でしか見ていないような風潮に感
じます。

熊本市の小児救急医療体制は熊本市医師会病院の熊本地域医療センターを中心に初期救急を準
夜、深夜を開業医、大学、勤務医が担当し、昼間は二次救急のみで、比較的うまく運営されてい
るように見えますが、多くの小児科医の熱意で何とか持ちこたえているのが現状で、上記理由で
常に体制崩壊の危機に立たされているそうです。後藤先生は医師会が率先して受療者＝国民の意
識、風潮を改善していく役割を担っていくことが必要だと述べられていました。

シンポジウムは「小児救急医療」をテーマに、那覇市立病院外科総括科部長の川野幸志先生、
県小児科医会々長の具志一男先生の両座長で、5名のシンポジストにご講演いただきました。

（1）県福祉保健部保健衛生統括監の仲宗根正先生は行政の立場から県内の小児救急医療の現状を
次のように述べられました。

・　全国的に小児人口は減少傾向にあるが、小児救急患者はやや増加傾向にある。
・　県内の小児人口当たりの小児科医は全国平均に比べてやや少ない。
・　国は小児科と産科の集約化、重点化を目指しているが、県内では既に県立病院小児科、幾つ
かの病院小児科に集約化されている。

・　平成20年4月には新たな医療政策を計画している。
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（2）那覇市立病院小児科部長の屋良朝雄先生は県内で最も多くの小児救急患者の診療を行ってい
る現状と問題点について述べられました。

・　患者の要求はいつでも診てもらえる、小児科医に診てもらえる、待ち時間が短い、高度医療、
アクセスが良いことの順。

・　県内の小児救急医療は他県に比べて恵まれている。
・　那覇市立病院の救急患者は約6万人で、その41％が小児患者で入院率は4％。
・　まだ小児科医不足で、月10回前後の当直、日直をこなしている。

（3）県立南部医療センター・こども医療センター小児循環器科部長の我那覇仁先生は県立病院、
特にこども医療センターの小児救急医療の現状を述べ、また、今後こども医療センターは1～3
次全ての小児救急医療体制と小児高度医療体制の提供を目標にすると述べられました。（ただ、
個人的には全ての患者を診療するオールマイティーなこども病院は理想ではあるけれど、非現
実的なように感じました。）

（4）県医師会副会長の玉城信光先生は一般医の立場から、次のように小児医療についての提案を
述べられました。

・　乳幼児は小児科医が診療し、児童以降は一般医が診察を行う。
・　保育園で園児が急病になったら、両親に代わって保母さんが受診させる。
（このことには個人的に反対で、小児科医の立場から必ず両親と共に受診して欲しいと思いま
した。理想論ですが、せめて病気の時くらいは両親が看病するべきです。）

・　産前産後からかかりつけ小児科医を決め、育児などについての様々なアドバイスを受ける。
・　救急医療体制の整備は基本的に市町村の責任で行う。
・県立病院の役割を考える。

（5）西町クリニック院長の真栄田篤彦先生は小児科開業医の立場から述べられました。

・　那覇市医師会では病診連携を進め、小児救急患者を紹介するシステムを構築。
・　かかりつけの患者には時間外でも電話で対応し、必要なら救急病院を紹介する。
・　共働きの家庭では時間外診療になる傾向がある。
・　わらびの会（慢性の重症患者の集まり）からの救急受診時の不満として待たされる時間が長
い、臨床経験の浅い研修医が診療するので不安、入院するまでの時間が長い、主治医が変わ
るなど。

・　患者の両親への教育など社会全体で若い親を支援することが必要。

シンポジウムではそれぞれの立場から小児救急医療についての現状と問題点を述べられました
が、残念ながら問題点の解決法や今後の方向性については示されませんでした。ただ、このまま
では小児救急医療のみならず、日本の多くの医療が行き詰まる可能性が伝わってきました。



2007沖縄医報 Vol.43  No.3
報　　告

－57（247）－

去る12月9日（土）、パシフィックホテル沖
縄において標記定例総会が開催され、医師会館
建設用地の等価交換等について審議された。
山城局長の司会により開会が宣され、宮城会

長より次のとおり挨拶があった。

宮城会長挨拶

本日は、第62回定例総会を開催致しました
ところ、年末で何かとご多忙の中を多数の会員
にご参加いただきまして有り難うございます。
本日は、当総会の後に、特別講演、シンポジウ
ムが開催されることになっておりますが、いず

れのテーマも、昨今、全国的に大きな問題とな
っております「小児救急医療」について取り上
げていただいております。小児救急医療の問題
は、本県でも産婦人科医師不足問題と同様に、
焦眉の急を要する重要な課題であり、示唆に富
むご講演とディスカッションをご期待申し上げ
る次第であります。
さて、今年もいよいよ3週間を残すところと

なっております。今年を振り返って、まずもっ
て申しあげますことは、去る11月19日の県知
事選挙において、沖縄県医師連盟が稲嶺惠一知
事の後継者として支援いたしました仲井眞弘多
氏が見事当選されたことであります。仲井眞氏
は、長寿世界一復活プロジェクトの実施や出産
子育て支援、ドクターヘリ導入等を公約に掲げ
ると共に、医療政策を円滑に運用すべく医療政
策参与の配置を約束しておられます。今後は、
本会といたしましても、仲井眞県政と更なる連
携を図り、保健・医療・福祉の分野から仲井眞
新知事を支え、県勢発展のためのお手伝いをし
たいと考えております。
一方、私共医療界を見回しますと、全国的な

第62回沖縄県医師会定例総会
－会館建設用地等価交換承認される－
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医師不足、看護師不足に見舞われる中、この度
の診療報酬改定による看護基準7：1の導入によ
り、大都市の大学病院等が各地方の病院に勤務
する看護師引き抜きを行う等、地域医療に混乱
を生じさせております。現在、本県では当該問
題は浮上しておりませんが、それも時間の問題
だと言われております。また、療養病床再編に
関し、日医はアンケート調査に基づいて、4万人
が介護難民になる恐れがあると公表し、その見
直しを迫っております。さらに、財務省の財政
制度審議会においては、70歳以上の高齢者の自
己負担割合の引き上げや、保険免責の導入の再
提案等が行われる等、安倍新内閣においても、
なお予断を許さない状況となっております。
会内におきましては、永年の懸案事項であり

ました「会館建設」が、大きく前進し、具体化
して参りました。本日は、会館建設に向けて本
会の所有地と南風原町新川の県有地との等価交
換について議事として上程してございます。当
議案は財産の処分という重要な案件であります
ので、慎重にご審議のうえ、ご承認賜り会館建
設促進にご協力下さいますようお願い申しあげ
る次第であります。
終わりに臨み、4月に発足致しました私共新

執行部も、会員各位のご支援ご協力により大過
なく会務を執行することができました。ここに
衷心より厚く御礼を申しあげます。私共に課せ
られた問題は山積しておりますが、今後とも全
役員が一丸となって誠心誠意諸問題に取り組ん
で参る所存でありますので、引き続きご指導下
さいますようお願い申しあげまして、挨拶とさ

せていただきます。

続く議長選出において、定款第28条第1項の
規定により宮城会長が選出され、宮城議長の進
行により議事録署名人として、中部地区医師会
の新垣善一先生、那覇市医師会の友寄英毅先生
が指名された。
次に報告に移り、定款第31条第2項の規定に

より総会において報告することになっている下
記3議題については、玉城副会長並びに真栄田
常任理事より報告が行われ特に異議なく了承さ
れた。
1）平成17年度沖縄県医師会会務について
2）平成17年度沖縄県医師会一般会計・諸特
別会計収支決算について
3）代議員会決議事項について

続いて、議事として、1）沖縄県医師会館建設
用地等価交換について、真栄田常任理事より、
県福祉保健部から浦添市当山の県医師会所有地
と県有地農業試験場跡地（南風原町新川）との
等価交換が提案されたことから、本会代議員会
において協議した結果、県有地との等価交換が
望ましいとの結論を得たため、本総会に上程す
ることになった旨提案要旨の説明があった。
重要な財産の処分についての決議は、定款第
30条、並びに31条の定めにより、出席者の多
数決によると規定されていることから、議長よ
り賛成者の挙手が求められ、確認をとったとこ
ろ挙手53名、委任状提出1,215名、計1,268名
の賛成をもって承認が決定した。

「若手コーナー」（1,500字程度）の原稿を随時、募集い
たします。開業顛末記、今後の進路を決める先生方へのアドバイ
ス等についてご寄稿下さい。



2007沖縄医報 Vol.43  No.3
報　　告

－59（249）－

去る12月9日（土）、パシフィックホテル沖
縄において、喜友名朝春沖縄県福祉保健部長
（稲嶺惠一知事ご名代）のご臨席のもと、標記
表彰式を開催した。
冒頭、本会宮城信雄会長より受賞者の先生方

に対し、本県の医療事情の大幅な改善の陰には、
日夜を分かたず保健・医療・福祉の向上確保に
ご尽力いただいた先生方のご労苦なくしては成
し得ず、今後とも卓越したご見識によるご指導
を賜りたい旨、お礼と感謝の意が述べられた。
なお、今年度は、県知事表彰3名、県医師会

長表彰32名の先生方が栄に浴されており、はじ
めに喜友名県福祉保健部長より県知事表彰受賞
者3名に対し、引き続き、宮城会長より県医師
会長表彰受賞者13名（出席者）に対し、表彰
状ならびに記念品が授与された。
その後、喜友名県福祉保健部長より来賓祝

辞、続いて、受賞者を代表して県知事表彰を受
賞された大城修先生より下記のとおり謝辞が述
べられた。

来賓祝辞：稲嶺惠一沖縄県知事（喜友名朝春

県福祉保健部長代読）

第21回沖縄県医師会医事功労者表彰式に当
たり、ごあいさつを申し上げます。
本日、沖縄県医事功労者知事表彰を受けられ

た皆様に対し、深く敬意と感謝の意を表します。
大城修先生は、長年にわたり北部地区医師会

の理事を務められ、北部地区医師会成人病検診
センターの開設に携わり北部地域の住民の生活
習慣病の予防に尽力されるなど、地域住民の保
健医療の確保に大きく貢献されました。
宮城昭夫先生は、長年にわたり中部地区医師

会の理事を務められ、組織の強化に尽力される
とともに、学校医やうるま市の予防接種担当医
を務められるなど、地域住民の保健・医療・福
祉の向上に大きく貢献されました。
石井和博先生は、長年にわたり那覇市医師会

の理事を務められ、那覇市救急医療情報ネット
ワークの構築に尽力され、また、同時期に大浜
第一病院の院長を務められるなど、地域住民の
保健医療の向上に大きく貢献されました。
沖縄県医事功労者知事表彰を受けられました
3名の先生の御功績に対し、改めて深く敬意と
感謝の意を表します。
また、本日沖縄県医師会長表彰を受けられた
32名の皆様には、多年にわたる各分野でのご尽
力に対し、心から感謝申しあげます。
表彰を受けられました皆様には、これからも

その高い見識と豊かな経験をいかし、ますます
ご活躍されますことを期待申し上げます。
本県は、復帰以来、保健・医療・福祉に係る

各種施策が推進されたことにより、保健医療体
制の整備は着実に進展しております。その一方
で、急速な高齢化社会の進展と疾病構造の変化
に伴い、県民の医療に対する需要も多様化し、
県民一人一人の立場に立ったきめ細やかな保

第21回沖縄県医師会医事功労者表彰式
－県知事表彰3名、県医師会長表彰32名－

喜友名朝春県福祉保健部長
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健・医療の提供が求められております。
県としましても、関係機関と連携、協力し総

合的な保健医療体制の確立に努めてまいります
ので、沖縄県医師会の皆様には今後ともなお一
層の御支援、御協力をお願い申し上げます。
終わりに、沖縄県医師会の限りない御発展

と、会員の皆様の御健勝を祈念しまして、お祝
いの言葉といたします。

被表彰者代表謝辞（大城修先生）

本日、私ども35名は、沖縄県医師会よりあ
りがたい表彰を受賞させていただきました。被
表彰者一同を代表いたしまして、一言ご挨拶の
言葉を述べさせていただきます。

先ずはじめに、沖縄県医師会の定例総会が成
功裏に挙行されましたことを、会員の一人とし
て心からお喜び申し上げます。そして、そのよ
うな晴れがましい場で、微力な私どもが表彰の
栄誉を賜りましたことは、まことに身に余る光
栄であり、関係者の皆様のご厚情には、ただた
だ感謝の思いでいっぱいでございます。
私どもが、地域医療・福祉・健康の向上に微

力を尽くしながら、今日まで大過なく過ごすこ
とが出来ましたのも、上司、諸先輩（県医師会
の先生）、職員の皆さんのご指導ご鞭撻、なら
びに、同僚、後輩の皆さん（先生方）のご援
助、ご協力があったればこそであり、本日賜り
ました栄誉は、一個人の身にいただいたもので
はなく、地域医療を遂行して参りましたチーム
ワークに授与されたものだと、ありがたくお受
けしたいと存じます。
私どもは、きょうの表彰を、また一つの励み

として、今後ともますます地域医療に対する県
民の正しい理解と認識を深めることに努力する
ことをお誓いまして、お礼の挨拶とさせていた
だきます。
本日は、まことにありがとうございました。

なお、今年度の被表彰者は下記のとおり。

被表彰者の先生方

大城修先生
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氏　名 受　賞　理　由 所属地区 

1 大城　修 

宮城昭夫 

石井和博 

地区医師会役員10年以上  

地区医師会役員10年以上 

地区医師会役員10年以上 

北部地区医師会 

中部地区医師会 

那覇市医師会 

2

3

氏　名 受　賞　理　由 所属地区 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 
 

28 

29 

30 

31 
 

32

洲鎌盛吉 

島袋全雄 

高良　進 

久田友正 

比嘉　實 

山崎 順啓 

橋口英明 

玉城通弘 

前田憲信 

大城新蔵 

宮城　梓 

外間政哲 

大城正義 

宮城敏夫 

仲尾　清 

比嘉賀雄 

高石利博 

大伴正總 

仲田一男 

大見　尚 

伊集守政 

嘉数光一郎 

玉城信光 

屋宜盛秀 

甲斐田和博 

我那覇　仁 

宮平守博 
 

安慶田英樹 

平良直樹 

知念清治 

野原　薫 
 

仲間清太郎 

生年月日 

S12.3.29 

S16.1. 3 

S21.7.30

生年月日 

T8.2.12 

T8.3.29 

T8.9.1 

T8.10.18 

S5.1.14 

S5.2.6 

S5.2.9 

S5.2.12 

S5.7.12 

S5.8.7 

S5.8.28 

S5.9.19 

S5.10.10 

S16.8.6 

S16.12.1 

S16.12.16 

S17.9.2 

S18.6.13 

S19.4.17 

S19.7.9 

S19.8.27 

S21.10.22 

S23.1.9 

S23.1.29 

S25.3.20 

S25.5.11 

S25.6.27 
 

S26.8.30 

S27.5.19 

S27.5.24 

S27.10.26 
 

S27.12.6

米寿（数え年88歳） 

米寿（数え年88歳） 

米寿（数え年88歳） 

米寿（数え年88歳） 

喜寿（数え年77歳） 

喜寿（数え年77歳） 

喜寿（数え年77歳） 

喜寿（数え年77歳） 

喜寿（数え年77歳） 

喜寿（数え年77歳） 

喜寿（数え年77歳） 

喜寿（数え年77歳） 

喜寿（数え年77歳） 

県医師会病院部会役員10年以上 

県医師会病院部会役員10年以上 

永年にわたる地域医療への貢献 

県医師会病院部会役員10年以上 

学校医歴15年以上 

学校医歴15年以上 

学校医歴15年以上 

臨床検査精度管理委員会委員10年以上 

県医師会代議員10年以上 

県医師会・地区医師会役員8年以上 

医療情報システム委員会委員10年以上 

学校医歴15年以上 

学校医部会委員10年以上 

臨床検査精度管理委員会委員10年以上 
 

臨床検査精度管理委員会委員10年以上 

県医師会病院部会役員10年以上 

県医師会代議員10年以上 

県医師会・地区医師会役員8年以上 

学校医歴15年以上 

地区医師会役員8年以上 

那覇市医師会 

中部地区医師会 

那覇市医師会 

南部地区医師会 

那覇市医師会 

那覇市医師会 

中部地区医師会 

那覇市医師会 

那覇市医師会 

中部地区医師会 

中部地区医師会 

南部地区医師会 

南部地区医師会 

浦添市医師会 

南部地区医師会 

国療沖縄公務員医師会 

北部地区医師会 

中部地区医師会 

中部地区医師会 

中部地区医師会 

那覇市医師会 

県公務員医師会 

那覇市医師会 

那覇市立病院医師会 

南部地区医師会 

県公務員医師会 

那覇市立病院医師会 

※現南部地区医師会 

県公務員医師会 

那覇市医師会 

県公務員医師会 

南部地区医師会 
 

浦添市医師会 

備　　考 

備　　考 

県医師会推薦 

県医師会推薦 
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県医師会推薦 
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県医師会推薦 

県医師会推薦 

県医師会推薦 

地区医師会推薦 
 

地区医師会推薦 

平成18年度 
沖縄県医事功労者県知事表彰受賞者 

（年齢順） 

平成18年度 
沖縄県医事功労者沖縄県医師会長表彰受賞者 

（年齢順） 



広 報 委 員 会  

　広報委員会では、県民の健康増進に資

するため、沖縄タイムス及び琉球新報の

紙面を借りて医療に関する情報を提供し

ております。 

　つきましては、会員の皆さまからの原

稿を下記のとおり募集いたします。 

　なお、執筆内容が専門的な傾向になら

ないよう、文章全体のトーンとしては、

一般の読者が親しみやすいように”医療

随筆”風の柔らかい感じを希望します。 

 

記 

○掲載日 

　「命ぐすい耳ぐすい」 

　　：沖縄タイムス毎週水曜日朝刊 

　「うちなー健康歳時記」 

　　：琉球新報毎週火曜日夕刊 

○掲載要領： 

　　①字数 

　　「命ぐすい耳ぐすい」：1000字 

　　「うちなー健康歳時記」：1200字 

・注釈をつける場合は、その字数

も含める。 

・執筆者の顔写真をご提供下さい。

原稿と併せて掲載致します。 

②原稿のタイトル並びにサブタイト

ルを10文字程度でお付け下さい。 

③図やイラスト、グラフの添付は可

能。 

・図やイラスト、グラフは簡単な

原稿をいただければ、新聞社の

デザイン係の方で紙面用に仕上

げます。 

④本企画は、県民の健康増進に資す

るため、医療知識の適切な提供と

その啓発普及を主旨としておりま

す。企画主旨にそぐわない内容・

表現について、または修飾語、助

詞、見出しについては、新聞社・

編集側にて若干の手直しを行う場

合がありますので、ご了承下さい。 

⑤新聞掲載に際して著作権は本会に

帰属されます。ご投稿は同意され

たこととみなしますのでご了承下

さい。 

⑥新聞掲載の採否については広報委

員会にご一任下さい。 

⑦文中に固有名詞の使用はお控え下

さい。 

⑧他誌に掲載済みの原稿は掲載いた

しかねますので、ご了承下さい。 

○原稿の送付先 

　　〒901-2104 

　　浦添市当山2丁目30番1号 

　　沖縄県医師会広報委員会宛  




